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Abstract 

Merchant ships are required to be provided with oily-water separating equipment that 

meets the requirements of the International Performance Testing Standard A.393 (X) 

prescribed by the International Maritime Organization (IMO), where the discharged oil 

contents of the effluent measured at the outlet of the equipment are controlled less than 

15 ppm or 100 ppm according to the classific;ation of ships by gross tonnage. 

However, investigations are being undertaken to find international solutions centring on 

the Marine Environment Protection Committee (MEPC) of IMO to impro,,e the not-

necessarily-satisfactory-service-performance of oily-water separating equipment as is 

evident in cases reported overseas. In this study, the actual service performance test of the 

existing oily-water separating equipment in Japan was investigated and study on new 

oily-water separating techniques was conducted with expertise acquired as outlined below. 

1) In view of the fact that the engine room bilge in an actual ship contains suspended 

solids (SS), detergents and other materials in addition to fuel oil and lubricating oil, it is 

difficult to clear the discharged oil control requirement of 15 ppm at all times, inasmuch 

as the existing oily-water separating system relies only on a gravitational separation 

system comprising multiple parallel plates and a filter-type coalescer. 

2) The newly developed oily-water separating mechanism relying on oil flocculation and 

froth flotation has displayed its usefulness for oily water containing oil particles and 

suspended solids with a particle size smaHer than 10 μm, and thus is promising for 

application to oily-water separating equipment to be designed for clearing the 15 ppm 

discharge requirements. 
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1. まえがき

海洋汚染防止対策は国際的な協力体制のもとに推進

すべき問題として、早くからIMO（国際海事機関、昭

和57年 5月まではIMCO（政府間海事協議機関）と呼

称された）を中心としてその取組みがなされ、「1954年

の油による海水の汚濁の防止のための国際条約」（一般

に海水油濁防止条約と呼ばれ、 1958年（昭和 33年） 7 

月に発効した）をはじめとして 1971年（昭和 46年）

に至る間に、 3回に及ぶこの改正条約が逐次採択され

てきた。「1973年の船舶による汚染の防止のための国

際条約に関する 1978年の議定書」（一般に、 MARPOL

73/78条約と呼称される）は、近年におけるタンカー

の大型化、油以外の有害な物質の海上輸送量の増大、

大型タンカーによる大量油流出事故を契機として、海

洋汚染防止の見地から新たな、かつ包括的な規制を必

要とする国際的認識の高まりに応じて昭和 53年 2月
に採択された国際条約であり、昭和58年 10月に発効

した。

海洋環境の保全に関するこのような国際的動向に対

して我が国においては「MARPOL 73/78条約」への

加入のための国内法として「海洋汚染及び海上災害の

防止に関する法律」（以下、「海防法」と呼ぶ）を大幅

に改正し（昭和 58年 5月、改正法公布）、海洋汚染防

止のための、より充実した施策を実施することとなっ

た。

「海防法」の多くの改正要綱の中で、船舶から油の

排出の規制に関しては、現行の原油、重油等の重質油

のほか、新たに軽油、灯油等の軽質油が規制対象に加

えられるとともに、船舶からのビルジ等の排出基準が

一段と強化された。すなわち、船舶及びビルジその他

の油の区分毎に、それぞれ油分濃度、排出海域及び排

出方法に関する基準が政令により定められた。少数乗

貝態勢の進む最近の船舶にあって、機関室ビルジの安

定処理対策の確立は重要な懸案課題と言えよう。

以上の背景のもと、我が国における現行舶用油水分

離技術の実態及びその在り方についての調査研究の状

況及び舶用油水分離器の性能向上の見地から試みた新

しい油水分離技術に関する研究の概要を報告する。

2. 法定舶用油水分離装置

「海防法」第 5条に基づく「ビルジ等排出防止設備」

に関しては、従来の「油水分離器性能試験基準」（運輸

省通達舶工第 96号，昭和 47年 7月）に代わって
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MARPOL 73/78条約に基づいた「海洋汚染防止機

器の性能試験基準」1)（日本舶用品検定協会，昭和55年

11月）が定められ、これに適合した油水分離装置が

「100ppm用水分離装置」または「15ppm用油水分離

装置」として実船に搭載されることとなり、既存分離

装置の運用策の実施とともにビルジ等処理の実効の向

上が期待されることとなった。

表・ 1は海水油濁防止装置に関する国際条約と、これ

らに対応した我が国関係法令を示す。

注） ： 
「100ppm用 (15ppm用）油水分離装置」とは船

外に排出されるビルジ等の油分濃度を 100ppm (15 
ppm)以下に処理するように設計された油水分離装置

をいう。

3. ビルジ処理技術の実状

3. 1機関室ビルジ処理用油水分離装置

に関する実船調査 ， 

油水分離装置に関する調査を目的として選んだ数隻

の実船にそれぞれ筆者らが乗船し、各船に搭載中の舶

用油水分離器の航海中の実働性能調査を中心に、実働

性能に影響を及ぼす機関室ビルジの性状及びビルジ処

理のための配管系（ポンプ、タンク等を含む）の実態

とその特徴等に関する実船上での調査を行った。その

概要を表・ 2に示す。

ここでA,B及びC船の実船上での調査は昭和 51年

度から昭和53年度にかけて行い、またD,E及びF船の

実船上での調査は昭和 62年度に行った。これを以下、

前期調査、後期調査という。

3.1. 1前期調査

前期調査で対象とした油水分離装置は、油水分離装

置及び油分濃度計の国際的性能仕様に関するIMCO勧

告 (A・233 (VII))に準拠した油水分離器性能試験基準

（運輸省通達，舶工第 96号，昭和 47年 7月）に適合

して我が国の型式承認を取得した機種であり、当該基

準の要求する分離器排水中の油分濃度は 100ppm以下

とされている。

この種油水分離装置を搭載した各船及び分離装置の

概要は、表・ 2に示す通りである。

このうち、 C船の分離器については同船竣工後1箇月，

4箇月及び2年2箇月の各時期にそれぞれ調査を行い、

同一分離器の実働性能データを蓄積した。

A, B両船の油水分離器調査は船側の都合上、停泊時

に実施したため、分離器処理排水の船外排出は行わず、
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船舶の油による海水の汚涸に関する法律（油滴防止法）

油水分離器性能試験甚準 舶工23号 昭和43. 3 

海洋汚染防止法 昭和45. l 2 

54海水油函防止条約の' 69改正条約に加盟

油水分離器性能試験基準 舶工96号 昭和47. 7. 3 

25 

涌洋汚染及び海上災害の防止に関する法律

[73/78海洋汚染防止条約に関する海洋汚染防止機器の

性能試験基準 (H. K)] 昭和55. I i 

［油水分離器用附屈処理装陸性能試験荘準 (H. K)} 

MARPOL73/78条約の国内法化 昭和58. 5 

海洋汚染及び海上災宮の防止に関する法律一部改正

改正法第一条（船舶からの油の排出の規制等）施行

MAR POし73/78条約附屈寄 n実施昭和62. 4 
改正法第二条（船舶からの有宮液体物四等の排出の規制）施行 105 



(
3
3
4
)
 

表． 2 舶用油水分離装置に関する実船調査
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油水分離器
試験実施日 ビルジ管系の船名 竣工日 主槻関 種別及び 分症槻構写 専用ピルジボンプ

特徴船種 総トン (GT) 使用燃料油 定格能力 (l!3/hr)

昭52.9 機関室全体が7区画分割，
A 昭52.4 Diesel, 12, 800PS lOOp pm用 （ロート） ＋ （フィルク） 往復勁

分離器はビルジ集合タンク (8ll3)とともに
貨物船 4, 106 軽油 2. 0 1筒概成

第1機関室（最前部）に設置

B 昭49. 9 Diesel, 36, OOOPS 100 ppm用 傾斜多層平行板 一軸ねじ 昭53.1 ピルジ菜合タンク (4113)を設蜃
コンテナ船 30, 992 c蚕油 2. 0 1筒構成

昭51.7 ピルジ集合タンク (10113)および
lOOppm用 水平多屈平行板 往後勁 51. 10 ピルジセットリングタンク(3113)設慨C 昭51.6 Turbine, 7,000PS 

+ SUS製コアレッサc誼油 5. 0 
53. 8 練習船 5, 856 

2筒構成

昭62.7 ピルジ前処理装匝および
D 昭49.7 Diesel, 28, OOOPS 15P Pm用 水平多屈平行坂

ビルジ集合タンク (llu3)設置
カーフニリ l i. 0 91 c武油(1,500sec) 5. 0 + SUS製コアレッサ 一軸ねじ ピルジ集合タンクより吸引

2筒構成

昭62.7 ピルジ前処理装置および
E 昭47.3 Diesel, 20. 900PS 15P Pm用 傾斜多居平行板!OOppm用

ピルジ棠合タンク (9.8呼）設置
カーフェリ 9, 312 c重油(1,500sec) 2. 0 ＋プロセスユニブト 15ppm用 往復勁 ピルジ集合タンクより吸引

2筒概成

昭62.7 機関室各部ビルジウエルよりF 昭49.2 Diesel, 36, OOOPS 15p pm用 傾斜多居平行板lOOppm用
直接吸引

カーフェリ 9, 551 嘩油(1,500sec) 2. 0 ＋プロセスユニット !Sppm用 往復勁

2筒括成
I I ＇ 

I ｝ 

注） ： F船については昭53.10においても機関室ピルジ試料を採取した。



機関室内にとどめた。すなわち、A船の場合は第 1機関

室ビルジウエルヘ放水し、またB船の場合は再びビル

ジ集合タンクヘ戻す循環方式とした。

各船ビルジ配管系の特徴

C船： 図・ 1はC船機関室ビルジ配管系統図であっ

て、その特徴は次の如くである。

ィ．機関室ビルジを一旦貯蔵するビルジタンク

(10 m3)及びセットリングタンク (3mりを備える。

後者には加熱装置，各レベルの採液装置，及び油面制

御用フロートスイッチが設けられている。

ロ．機関の運転に伴って生じる廃油やスラッジ

は、ビルジ系統とは別の独立配管系及び専用のスラッ

ジポンプにより機関室内焼却炉用セットリングタンク

へ送られる。（焼却炉は機関室最上段に設置）

同セットリングタンクのドレンは、船底へ落ちないよ

う配慮されている。
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ハ．ビルジウエルからのビルジ吸引箇所として、

機関室内に計4箇所（右舷側、左舷側とも前・後部に

2箇所），ボイラ室に計2箇所（右舷側、左舷側），軸

室 1箇所，空調室等、計4箇所が設けられている。

二．これらの吸引部からは、ビルジを分離器へ

直接送り込んだり、または、イ．のいずれかのタンク

へ集め、適当な静置時間を経た後、再び分離器専用ビ

ルジポンプで吸引して分離器へ送る等、多様な処理シ

ステムを採ることができる。

A堡二図・ 2はA船機関室ビルジ系統図であり、主
な特徴は次のとおりである。

ィ．機関室全体が7区画に分割されており、油

水分離器はビルジ集合タンクとともに最前部の第 1機

関室に設置されている。

ロ．第 1機関室につづいて船尾方向へ順次第 7

機関室に至るが、各室にはビルジウエルのビルジ液面
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鎖線部

油水分離器「-了-- 船外

2次ストレーナ

土 Jヽ石充浜）

分離袖タンク

＼ 
① 

油水分離器用”...--ビルジ集合クンク

ビルジポンプ 8 M3 

1次ストレーナ

＜ 

軸系海水冷却ポンプ

（逆洗用）

ビルジウエルヘ

/―-共：ロニ：）ヒル）fノプ

鯛 lED ロニニ-
各ビルジ区画

図． 2 A船油水分離器配管系統図
(7 [,{両）

検知によって自動発停する独立ビルジポンプ（渦巻型）

があって、これらポンプの吐出管はそれぞれ共通ビル

ジ主管 (65A)に通じ、ここから各室ビルジは間欠的

にビルジ集合タンクヘ送りこまれる。

ハ．ビルジ集合タンクは容量 8m3の箱型構造

で、油水分離器と同一床面に設置され、自動運転のた

めの高液面警報用，分離器専用ビルジポンプ発停用，

池面検知用その他一連のレベル・スイッチを備えてい

る。

二．油水分離器は自動運転され、タンク底から

600mmの高さの液面で分離器の運転は停止し、以後約

4面強のビルジがタンク内に送られるまでの間、タン

ク内ビルジの静罹分離を行う。タンク全面には覗き窓

があり、液面及び浮上分離した池層を視認することが

できる。

ホ．必要に応じ、分離器は手動運転への切替が

可能であり、今回はすべて手動操作のもとで調査を実

施した。

実船機関室ビルジの性状

実船機関室ビルジの性状を把握することは油水分離

(336) 

器の設計や実働性能考察に関連して重要なことである。

機関区域に生じるビルジは燃料油粗悪化等の影響もあ

って近年は一層複雑な性状となっている。このため筆

者らは油水分離器の実働性能調査直前の停泊状態にお

ける機関室各区域のビルジ試料を採取し、その性状分

析を試みた。

停泊中、ビルジはビルジウエル（またはビルジウエ

イ）に静置状態になっており、その表面層は通常薄い

油膜を形成し、油の流入や蓄積等で油層が厚くなるこ

ともある。中間層は大部分がビルジ水で、少量の油分

（油粒の状態）及び懸濁性固形物 (SuspendedSolids, 

以下、 SSという）が存在する。沈澱層はビルジ水及び

沈澱したスラッジ， SS等が船底に層状となり、ポンプ

吸引時にビルジ管系に混入することがある。航海中は

動揺によって、これら 3つの層は混合状態を呈するこ

ともある。

試料の採取は各船から行ったが、表面層の油はすく

いとり、中間層のビルジ水は手動ポンプの吸引口を上

向き状態として施栓し、所定の深さまで吸引口をビル

ジウエルに沈めた後、栓を外して静かに吸引した。

試料の採取量は、表層油は 500mt, ビルジウエル水
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表． 3 機関室ビルジの性状例 (A船）

聾区画|No.1 I No. 2 I No. 3 I No. 4 I No. 5 I No. 6 I No. 7 
項目

そ層油

同粘度
／ ／ 42.5 47.3 

R.W.No1seC/37_s・c 

中間水比重
1.027 1.008 1.009 

(22° C) 

22.1 7.6 613 298 129 
1出己伺亘r.ppm

中間水
440.7 34.2 6.3 172 13.9 323 

ss,mg/ 1 

中間水採取深さ I 
表面から mm  

130 | 330 I 260 I 200 I 100 I 250 | 130 

中間水 I 薄茶色 清澄 清澄 I 薄褐色 I （軽質油） Iや入白濁
外観

は2,000mR,を目標とした。

表・ 3，表・ 4及び表・ 5は実船機関室ビルジの性

状の一例として求めた今回の各船試料の分析結果を示

す。これ等から実船機関室ビルジの表層油、中間層ビ

ルジ水の一般性状の一端を知ることができるが、各船

ごとに性状差のあることが明らかである。 C船表層油

についてはボイラ室試料はC重油，機関室各部試料は

左舷前部を除いて引火点の値から、潤滑油と推定され

る。これについては試料油のガスクロマトグラムによ

っても同様に推定された。

表． 4 機関室ビルジの性状例 (B船）

I¥  項目

機関室 機関室
ピルジタソク 軸 室

左舷前 右舷前

表層油比重
0 982 0.955 0.933 

(15ん •c)

同粘度 乳化
測定 困難 503 

R.W.NO I SIC/⑰ 8'C 状態

中間水比重
1.011 1.011 ／ (ll°C) 

表． 5 機関室ビルジの性状例 (C船第 1次）

ご ボイラ室（右） ポイラ室（左） 機室（右前） 機室（右後） 機室（左前） 機室（左後） 軸室

表層油比重
0.931 ／／  0.879 0.866 0.930 0.866 ／ (15/4• c) 

" 粘度 ／ ／／  230 185 245 ／ R.W NO  I 37 a・c 

中間水比重 ／／  1.002 1.004 1.005 1.005 1.005 1.021 
(19° C) 

中間水ss
1953 871 49 253 71 26 661 

cmg/ 1) 

(337) 
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図 •3 はC船第 1 次と第 2 次調査における停泊時機

関室ビルジ中のSS総量を比較したもので、調査船竣工

直後の第 1次調査のSS量は全箇所において第 2次調

査のSS量に比べて多く、最もその差の著しいのがボイ

ラ室左舷で300倍強、続いては機関室右舷後部の 10倍

強、機関室前部及び軸室の 5倍強となり、その他の箇

所では大差はなかった。竣工直後にSSの多いことは、
ぎ装工事関係の影響と推察される。

図 •4 及び図• 5はA船及びB船の油水分離器実働性
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能調査中に採取した試料中の油分とSS分を示した。

図• 4はビルジ集合タンク出口，分離器入口及び分離

器出口について整理した結果であり、油分は斜線で、

SS分は白抜きで示した。これ等から、実船機関室ビル
ジにはSS分の混入が多く、しかも分離器のフィルター

エレメントをも素通りする微細なSSも相当量存在し

ていることがわかる。図• 5によれば、 B船のSSはA船

に比べて多く、分離器出口において 100mg/.e強の場
合もあった。

ボ ボ

『機関室左舷 機関室右舷 I 
イ イ 軸

i 贔 室
左 畠舷

前 後前 後

＇ 

次塁1 次測定2 
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1 -． 

＇ | 

i 難

ドー

の＿
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た
め 」

i >
I -

-----— 
図． 3 停泊中の機関室ビルジ中のSS総量（C船第 1次，第2次）
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写真・ 1(a) ~ (e) はビルジウエル中間層水及びデ
イーゼル主機関冷却水系バッファータンクに混入して

いる油粒の顕微鏡観察例である。

(a)は空気圧縮機ドレンが混入したC船機関室左舷

前部のもので、ビルジ試料は白濁しており、乳化現象

のあることがうかがわれた。 (b)は主機関燃料に軽油

を使用しているA船機関室ビルジウエル、 (c）はB船機

関室左舷前部ビルジウエル、 (d)はB船主機ピストン冷

却水（清水）の油分離タンク内のもので、この清水は

使用時間によって適宜ビルジウエルに落とされるが、

いずれの試料にも 1~ 5μmの微細油滴の存在が認め

(a) (b) 

られた。

(e)はB船右舷前部ビルジウエルのもので、 60~100.

μrri程度の油滴が多く、油の微細化傾向は認められな

い。

以上の調査例から同じ機関室内においても、配管系

の状況、各種補機の設置状況及び各種の水タンク，油

タンク類の配置や取扱い等の実態によって、ビルジ表

層油の油種，中間層水に含まれるSS及び油滴状態に差
を生じていることが実証された。機関室ビルジヘの汚

濁油水，化学薬品類の混入経路として次のようなライ

ンを挙げることができる。

(c) 

C船機関室左舷前 A船第6機関室 B船機関室左舷前
ビルジウエル中間水 ビルジウエル中間水 ビルジウエル中間水

(d) (e) 

B船主機ピストン冷却清水 B船機関室右舷前

ビルジウエル中間水

写真． 1 実船機関室ビルジ中間水中の油粒状況例

(340) 



＊ 燃料油，潤滑油サービスタンクのドレン

＊ 機関室内焼却炉用セットリングタンクのドレ

ン

＊ 機関室内における機関保守作業等で生じた洗

浄油水

＊ 潤滑油冷却器，清水冷却器類の洗浄水

＊ 洗濯機等の排水

＊ 燃料油清浄機及び潤滑油清浄機から排出され

るスラッジ及びドレン

これ等の影響を受けたビルジは、現行の重力分離方式

（油水間の比重差に基づく分離方式）のみでは油水分

離の困難な性状となる場合が多い。

機関室ビルジ中のSS成分及びその他混入物につい

て図 •6 に示す手順に従ってC船及びF船ビルジ試料の

分析を行った。 (F船については、昭和53年10月に採

取した試料による）

詳細の結果は省略するが、本分析により実船機関室

試料
l (p H測定）
ろ紙ろ過

I 

弓でん物、茶色浮遊物）

蒸留 ベンゼン分別り：三］三
ペンゼン分別

・ IR分析三 ・元素分析

平

IR分析 •IR分析

元素分析

図． 6 ビルジ試料の前処理および分析方法
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ビルジの水質の一例として大要次の結果を得た。

蒸留残留物：ベンゼン可溶分からは主として鉱油，

鉱油の劣化酸等が検出され、ノニオン系界面活性剤，

金属カルボン酸塩及びエステル化合物も別に存在して

いる。また、ベンゼン不溶分からは塩化ナトリウムと

金属硫酸塩の水和物が例外なく検出された。

黒色沈澱物：ベンゼン可溶分からは鉱油，鉱油の

劣化酸のほか、エステル化合物，金属カルボン酸塩及

びノニオン系界面活性剤が検出された。また、ベンゼ

ン不溶分からは塩化ナトリウムと金属硫酸塩の水和物，

アミド化合物及び防錆剤がそれぞれ検出された。

次に、C船第3次調査の 10m3ビルジ集合タンクの静

置ビルジ処理中の油水分離器処理フロー中におけるプ

ランクトンに関する調査結果を表・ 6に示した。ビル

ジ処理配管系におけるプランクトンの動静は、季節，

航路海域，また調査試料採取場所によりそれぞれ異な

ると思われる。今回の調査によって、ビルジ処理配管

系におけるプランクトンの動静の一端を知ることがで

きた。すなわち、分離器入口側には珪藻類(Cosinodis-

cus) と原生動物，有鐘類 (Titinnididae)が出現して

いること、分離器出口側には生物は確認できず、有機

性の懸濁物の中に甲殻類の遺骸が含まれていることが

確かめられた。このような機関室ビルジ処理中の油水

分離器の入口側と出口側におけるプランクトンの存在

状況の差から、分離器フィルターエレメント内に若干

のプランクトンが残留していることがわかるが、プラ

ンクトンの存在状況によっては、フィルターエレメン

トの目詰まりの要因をなすことも考えられる。

表． 6 プランクトン調査例 (C船第 3次）

試 料 プラソクトソ 大 き さ 個体数 備 考

No. 1 Cyanophyta 230~1300μ, 12,196 
(100ml) Chaetoceros 巾 10μ 20 検鏡

Tintinnu$ 110~280μ 5 
熊本沖南下中 Gymnodinium 15μ 20 X 100倍

Loptocylindrus 70μ 巾 10μ 7 

航路海水 Copepoda 径 70μ 5 1/1分割

Crustacea 100~600μ 272 
remams 

No. 2 (100ml) Cyanophyta 250~890μ 375 
X 100倍

海水通水時の Chaetoceros 巾 10μ 25 
1/1分割

分離器入口 Biddulphia 70巾 30μ 3 

N o. 3 (100ml) 
Crustacea 10~50μ 20,800 XlOO倍

海水通水時の

分離器入口
remams 50~500 μ 3,200 1/25分割

N o. 4 (200ml) Coscinodiscus 
径 10μ 700 

＊ビルジ処理時の Tintinnididae 同 上

分離器入口 Crustacea remains 
10~50μ 38,400 

N o. 5 (200ml) XlOO倍
＊ビルジ処理時の Crustacea 10μ~70μ 768 

1/2分割
分離器入口 remams 

*C船第3次、 10M3ビルジタソクから吸引
(341) 
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舶用油水分離装置の実働性能

C船第 1次調査

図• 7 及び図 •8 はC船油水分離器第 1 次調査におけ

る航海中の実働性能であって、縦軸は油分濃度(ppm)

を、横軸は調査の試験時間（分）を示す。（以下の場合

も同様である）

図• 7 （第 1次その 1)：調査の前半は 10m3ビルジ

タンクで静置した後のビルジを、また後半は機関室左

舷後部ビルジウエルから分離器専用ビルジポンプで直

接吸引したビルジをそれぞれ分離器へ送入した場合で、

いずれの場合も分離器入口側油分濃度は lOOppmを下

回る低い値であった。これに対して分離器出口側油分
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C船油水分離器実働性能例（第 1次そ

の2)

濃度は前半の平均で15ppm,後半の平均で40ppmが

得られた。ただし、後半の場合は 20分の試験中に分離

器出口側の油分濃度値は 15ppmから連続的に増加し、

最終的に 70ppm強を示した。

図 •8 （第 1次その 2): 3 m3セットリングタンク及

び10m王ルジ集合タンクから吸引したビルジを、そ

れぞれ前・後半にわけて油水分離器へ供給した場合の

分離性能を示す。

分離器入口側油分濃度は前半では 540~80ppm（平

均 220ppm) ，後半では 190~40ppm（平均80ppm弱）

に対して、分離器出口側油分濃度は平均80ppm及び

40ppmと良好であった。

C船第2次調査

図• 9及び図・10は竣工4箇月目のC船搭載油水分離

器第2次調査で得られた実働性能である。

図• 9 （第 2次その 1)：調査の前半は 10m3ビルジ

集合タンクで静置した機関室右舷ビルジを分離器専用

ビルジポンプで油水分離器へ送入した場合の分離性能

を、また調査の後半は同じ機関室右舷ビルジを専用ビ

ルジポンプで直接吸引して分離器へ送入した場合の分

離性能を示した。

ただし、前半調査の終了時において、分離器入口側

10.00 

5，00 

0
,
 

50 

ー゚ ー

図． 9

t
 18.9年

2
 

し05.,.

海水I

通水

l 
し 1 1 
20 30 40 

試験時間 (min) 

C船油水分離器実働性能例（第2次そ

の1)

ず sn 60 C
)
 

9‘ 80 

(342) 



10,000 

5000 ,,. 

1,000 

I 
Boiler Rpom 
s. 

I 

吸引開始

500 

饂
d
d
)

゜

遂
榮
令
王
～

10

50 

10 

t
 
8
 9'{～ー

6, 

Out let 

'o... 
<1''1----..℃ 
ヽ
I 

＇ ＇
 

ヽ

0
ー

、，
4
3
 

,' ヽヽ
ヽ

゜
5
 
10 1 5 20 

試験時,m(mi n) 

図． 10 C船油水分離器実働性能例（第 2次そ

の2)

油分濃度が過大に上昇したため、後半の調査を開始す

る前にビルジ吸入管系及び分離器本体の洗浄のため

10分弱、海水を通水した。

調査前半の分離器入口側油分濃度は、吸引開始5分

後を除いて 500ppmを下回る低い値であった。ただし、

ビルジタンク内での油の浮上効果を予測し、これを確

認するため敢えて吸引を続行したため、ビルジポンプ

停止5分前頃から分離器入口側油分濃度は急速に上昇

し、停止直前には 20Xl04ppm強までに達した。これは

ビルジタンク内での油分浮上効果を実証するものであ

る。また調査試験開始5分後の分離器入口油分濃度約

115 

4,000 ppmは、ビルジ吸引管内の汚れと推定される。

調査の後半における機関室右舷ビルジの直接吸引の

場合の分離器入口側油分濃度は、ビルジ集合タンクか

らの吸引時に比べて顕著に高く、ほぼ5,000ppmを上

回っている。これに対し、分離器出口側油分濃度は 10

分程の間に 100ppm付近から 500ppmを上回る値まで

上昇した。

図・10（第2次その 2)：ボイラ室右舷ビルジを専用

ビルジポンプで直接吸引し、これを分離器へ送入した

場合の実慟性能調査結果を示す。ビルジ吸引開始5分

後までの分離器入口側油分濃度は 5Xl04ppmを上回

る値であったが、その後調査終了までの約 15分間は平

均 3,000ppm程度であった。これに対し分離器出口側

油分濃度は 20ppmから 200ppm付近まで上昇する結

果が得られた。

C船第 3次調査

竣工2年2箇月後のC船搭載油水分離器の第 3次調

査を述べる。

図・11（第 3次）：機関室右舷後部，機関室左舷後部

ビルジの分離器専用ビルジボンプによる直接吸引に続

き、 10m王ルジ集合タンクのビルジの順に吸引し、油

水分離器へこれを送入した場合の分離器実慟性能を調

査した。ビルジ管内の油による汚れを考慮して調査試

験開始前及びビルジ吸引区画の切替時においては適宜

海水を通水し、分離器入口管，分離器本体を海水洗浄

した。また、機関室左舷後部ビルジの吸引終了後、ビ

ルジボンプ吸入側ストレーナ及び分離器附属の中間ス

トレーナの開放掃除を実施した。

分離器入口側の油分濃度は機関室右舷後部ビルジの

場合約400ppm,機関室左舷後部ビルジの場合約

3,000 ppmを示し、 10m王ルジ集合タンクヘ切替直

後、約 1『ppmに達したが、その後滅少して 104ppmを

下回り、総じて比較的低濃度であった。これに対し分

離器出口側油分濃度は、ビルジ集合タンクのビルジ吸

引の半ばまでは 100ppm以下を保ったが、半ば過ぎか

らは 200,;.,300ppmまで上昇した。なお、10mだルジタ

ンクからのビルジ吸引中に、プランクトンの動静を調

べる試料を採取するとともに、分離器入口側と出口側

におけるビルジ中の油粒径分布を求める試料を油粒浮

上筒へ送入した。

(343) 
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図． 11 C船油水分離器実働性能例（第 3次）

A船調在

図・ 12はA船搭載油水分離器の実働性能調査結果で

ある。調査試験の前半はビルジ集合タンク出口（ビル

ジポンプ吸引側）で30~50ppm,分離器入口で60~90

ppmと油分濃度は低い値であったが、分離器出口側は

lOppm弱から漸増して 30ppmに達した。なお、ビルジ

集合タンク出口に比べて分離器入口側の油分値が高い

理由は、途中配管の油による汚れの影響と推定される。

計測開始後約30分で前半の調査試験を終了し、その

(344) 

後は分離器専用ビルジポンプを停止してこの間に 7区

画にわかれた各機関室ごとの独立ビルジポンプを適宜

手動運転してビルジをビルジ集合タンクヘ送り、タン

ク内を攪拌した。この状態を約40分継続した後（この

間に 2.8m切ビルジを送入）、後半の調査試験を続行

したが、その結果は図に示すごとく分離器入口側の油

分濃度300ppm強～170ppmに対し分離器出口側は 70

ppmから漸増して lOOppmを上回る油分濃度を示した。
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図． 12 A船油水分離器実働性能例

B船調査

図・ 13はB船搭載油水分離器の実働性能調査結果で

ある。調査試験は分離器専用ビルジポンプで供試分離

器ヘビルジ送入開始後25分で計測を開始し、以後5分

ごとに計測しながら連続1時間分離器を作動させた。

分離器入口側の油分濃度は計測開始直後は 900ppm強

であったが、その後は経時的に減少して 15分後にはほ

ぼ 180ppmとなり、以後は計測終了まで大きな変動は

なかった。一方、分離器出口側油分濃度は調査期間を

通じて 150ppm前後の値が得られた。

実船機関室ビルジ水の油粒径分布調査

現行油水分離器の分離機構は平行板または細管の集

合体、フィルター等を用い、基本的にはビルジ水中の

油粒の合体を促進して油水の比重差に基づく油の浮上

速度の増大を図る重力機構にほかならない。それゆえ、

実船機関室ビルジの油粒分布に関するデータを得るこ

とは、分離装置の設計上、重要である。

図・14，図・15及び図・ 16はA,B及びC船における

油水分離器入口側と出口側における油粒分布の実測例

である。

これ等はそれぞれの試料を油粒浮上筒に封入し、封

入された試料中の油粒はすべてストークス則に従って

浮上することを前提として求めたものであって、横軸

に表した油粒径（ストークス粒径）を下回る油粒が全

体の油分に対する割合 (vo.e.%）を示している。例え

ば、図・ 14について分離器入口側ビルジ試料中に存在

する 50μm以下の油粒は試料中の油分全体の 65VO.Q,. 

％を、また 30μm以下の油粒は 40VO.Q,.％を占めるこ

とを表している。これに対し、分離器出口側では入口

側に比べ、より細かい油粒が主体をなしていることが

わかる。

機関室ビルジ処理用油水分離装置に関する

実船調査のまとめ

以上、現行舶用油水分離器数機種（いずれも比重差

分離機構）の実船上における実働性能、機関室ビルジ

の性状等に関する調査の一例から、大要次の知見が得

られた。

① 実船に搭載された機関室用油水分離器に関する

今回の調査結果から推定して、分離器排水中の油分濃

度を常時100ppm以下に保持することは困難のように

思われる。

②機関室ビルジ中には微細なSSが存在し、これら

(345) 
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は現行分離器の分離エレメントをすべて素通りしてい

る傾向がある。

③ 潤滑油添加剤や洗剤，防錆剤等の影響を受けた

ビルジは乳化現象を示し、重力分離方式による現行油

水分離器の機能低下の要因の一つをなしていると推定

されるので、これらがビルジウエルヘ混入することを

1000 

900 

極力防止する必要がある。

④ 機関室ビルジが油水分離器へ送入される以前に、

SS除去対策を積極的に講じる必要がある。これはフィ
ルターエレメントが分離機能を左右する分離装置に対

する重大な懸案事項である。
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3. 1. 2後期検査

実船調査の要領

対象とした船舶は我が国の沿海を航路とする総トン

数 10,000トン前後の大型フェリーD船， E船，及びF船

の3隻である。これに筆者らが乗船して、航海中に機

関室ビルジ用油水分離器を作動させ分離器入口油水及

び処理排水を逐次採取した。これを分析してそれぞれ

の油分濃度，油粒径分布， SS量等を定量するととも

に、採取した機関室ビルジの分析を実施した。各船の

仕様、油水分離器構成等は、表・ 2の通りである。ま

た、各船ビルジ処理フローを図・ 17に示す。これから

明らかなように、 D船， E船は機関室ビルジを油水分離

器へ送り込む前に、一旦ビルジ集合タンクに集結して、

ここで事前に油水を静置させるビルジ供給システムを

備えている。

D船

ビルジポンプ

No.・ 2 

ビルジポンプ

F船

ビルジポンプ

/
-
＼
 

図． 17 各船のビルジ処理系システム

(347) 
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実船調査の結果

実船試験によって得られた各船の油水分離器の作動

性能を整理すると、その概況は以下のようになる。

D 船： 油水分離器へ送入される含油水及び分離
器処理排水のそれぞれに含まれる油分濃度及びSS割

合の実測結果を図・ 18に示す。これによると、本船に

はビルジウエルと油水分離器の間にビルジセットリン

グ用の前処理タンクが設置され、高濃度油分が事前に

除去されるので、分離器入口側は 300ppmから 700

ppmが保たれている。これに対する排水中の油分濃度

は平均して 250ppm前後であった。またSSに関しては

入口側と出口側で殆ど差がなく、それぞれ150mg/.e 

前後であった。

E 船： D船と同様に、前処理タンクを備えている

が、これが有効に働いて油分が事前に効果的に除去さ

れている。調査時は分離器入口側の油分濃度は 40ppm

と相当低い値が保たれていた。これに対し出口側では

25ppm前後が記録された。

一方SSの割合は、 D船の場合と同様に入口側と出口

側では殆ど差異が認められず、両者とも 100ppm前後

であった。これ等の傾向を図・ 19に示す。

F 船： 本船は、機関室ビルジウエルのビルジを
寵接油水分離器へ移送するという、最もシンプルな管

系であり、分離器入口側油分濃度は 1,000ppmから

10,000 ppmと高い値を示した。濃度に大きな変化を生

じているのはビルジウエルの吸引箇所が、試験途中で

切り替えられたためである。 SSの割合は概ね油分濃度

3 
― ! iIII分はJ皮I

ロ ニ
〇 30 

試験時間 (min) 

60 

図． 18 油水分離器運転中の油分濃度とSS含

有量 (D船）

(348) 

に比例しているが、 300ppmと高い値を示す場合があ

った。これらの傾向を図・ 20に示す。

次にビルジの分析結果を述べる。 D船、 E船、 F船か

ら採集した表層油の性状を求めるため、遠心分離機

(3,000 rpmX 10分）で水分及びきよう雑物を分離した

油の一般性状として、比重 (15/4℃)及び粘度 (R.W.

No.l sec I 37.8℃)を計測した結果を表・ 7に示す。
これから 3船を総合して、比重は 0.88~0.95,粘度は

62 ~ 1,230 sec (10 ~ 160 cSt/50℃相当）であった。重

油の粘度一温度曲線から推定すると、図・21に示すよ
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図． 19 油水分離器運転中の油分濃度とSS含

有量 (E船）
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図．20 油水分離器運転中の油分濃度とSS含

有量 (F船）



121 

碑
，
細
碑
畑
．

500

讐
100

ー

F船

補機室I)

sa10+s~:iua::> 

A
.
L
I
S
O
:
:
>
S
I
/
¥
 
:
:
>
I
U
I
N
I
)
I
 

I F-360 

50 

20 

15 

゜゚(I) 
1/) 

←―̀ 
． 

゜
―|1-2  

z 
て9

ぷ
3

10 

5
 
Marine 

Gas Oil 

゜
10 20 30 40 50 60 70 80 

重illl温度 (oC) 

図．21 重油の粘度一温度線図

(349) 



122 

うに概ねIF60~ IF 180の粘度のものが多いことが分

った。プライマリータンクは機関室各所ビルジの混合

した平均的な性状値を示すものと考えると、今回得ら

れた表層油の比重及び粘度の値は現行性能試験基準で

示される比重 0.94 (15/4℃)，粘度約900sec (R.W. 
No.l sec/ 37.8℃)とほぼ類似したものであった。

表・ 8はビルジ中に混入していると考えられる界面

活性物質及びSSの調査を目的とした分析結果である。
ノニオン系界面活性剤は最も油を微細化させるもので、

機関室で使用される洗剤に含まれることが多いが、今

回の試料中には特記する含有量は認められず、明らか

に検出されたのは 7検体中 2例にとどまり、その値も
10~15 mg/ Qであった。 SS濃度はビルジウエルの状
態により数百～数千mg/Qに達しているが、この中で

プライマリータンクの 2,700mg/ Qが最高であった。

表・ 9はF船機関室（補機室左舷）ビルジウエル底部か

ら採取した試料中のSS成分の分析結果である。蛍光X
線による元素の定性分析によれば、ケイ素、鉄、リン

等、計8種の元素が検出され、また定量的には有機分

が約6割を占め、残りの無機質のうち鉄分 (Fe203)が

最高で約 10%，次いでケイ素 (Si02)及びリン (PO)

が殆ど等量で6％弱となっている。これより、今回ビ
ルジウエル底部から採取したSSは鉄分、砂分が主体を
なしていることが分る。

表． 7 ビルジ表層油性状例

船 名 試料採取場所 比重(lシ4℃) 粘度[~靡印
扱関室

0.8 7 9 62 右 前

D 船
右 後

0.8 9 2 I 5 3 

左 前
0.9 31 1 230 

主扱室
0.9 0 0 497 

E 船
左 後

プライマリークンク 0.9 4 8 922 

主扱室
0.893 

359 
左 前 (4 0℃) 

F船
補扱室

0.9 4 0 795 右

補扱室 0.9 8/41℃ 2178/50℃ 
左 ＊ 0.9 96 15 2 7/60℃ 

注） ＊It油中水摘型エマルジョンと推定される。

(350) 

また、以上の調査とは別に、昭和 59年度から昭和60

年度にかけて外航及び内航大型船（船種はコンテナ船，

長距離フェリー等）について筆者らが実施した機関室

ビルジに関する調査例を表・ 10及び表・ 11に示した。

ここで表・ 10は界面活性剤を，表・ 11は界面活性剤

とSSを分析の対象としたものであるが、計5船から収

集した 21試料の分析結果から概ね次のような知見を

得た。

① 界面活性剤の混入量は総じて 20mg/ Q以下(20

ppm以下）のものが一般的であり、今回の最高値は 200

mg/Qであった。なお、検出された界面活性剤は全て非

イオン系（ノニオン系）であった。

② SSの混入量は試料採取場所により差があり、
10~400 mg/ Q程度であった。

表． 8 ビルジ分析結果例

船名 採取場所
全有機物 非イオン界面活性剤 s s 
（叩4) （呟／"i) （叩／i）

主機室右前 860 5以下 120 
D 船

，， 左前 1， 700 ， 500 

機関室右後 540 5以下 150 

E 船 ，， 左後 600 5以下 28 0 

プライマリークンク 6 ｝ 600 5以下 2,700 

補楼室右 14， 000 1 5 2 ， 20 0 
F 硲

” 左 7） 800 5以下 1,700 

表． 9 F船機関室（補機室左舷） SSの化学組

成例

項 目 佑

有 根 分 5 9. 0 

ケ イ 素 s i O 2 5.7 

鉄 Fez Os 9. 6 

硫 黄 s 3.3 

カルツウム CaO 3.2 

リ ン PO 5.5 

マグネツウム MgO 1. 5 

ナトリウム Nぃ0 0.5 1 

塩 素 c, 0.4 2 



123 

表． 10 実船機関室ビルジ性状例（後期調査， 界面活性剤）

試料番号I採取船 試料採取場所 界面活性物質分析結果 界面活性剤タイプ

外
航
コ
ソ
テ
ナ
船

機関室前部

左舷側ビルジウェル

ボリエチレソグリコール ポリプロピレ‘ノ

グリコールプロック 非重合型

約60mg/l
ノニオ‘ノ系

2
 

検出せず

3
 

4
 

5
 

外
航
セ
ミ
コ
ソ
テ
ナ
船
．

機関室後部

左舷側ビルジウェル

―-—トー ・---------•---—+ 
機関室前部

右舷側ビルジウェル

機関室後部

右舷側ビルジウェル

機関室

ビルジ集合夕｀ノク

検出せず

ボリエチレソグリコール型

約lOmg/1
・・・・--・-・・・・... 

ノニオ‘ノ系

検出せず

6
 

機関室後部

左舷側ビルジウェル

7
 

8
 

外
航
コ
ソ
テ
ナ
船

ボリエチレソグリコール アルキル

プエニルエーテル 約 lmg/1

高級脂肪酸エステル 約 1mg/! 

機関室 ポリエチレ‘ノグリコールアルキル

疇—ナービルジウェル 1 エーテル 約 1mg/1 
高級脂肪酸エステル 約3mg/l

ー・ 一
ボリエチレソグリコール アルキル

エーテル 約2mg/! 
高級脂肪酸エステル 約4mg/l

同 上

ノニオソ系

ノニオソ系

ノ 二 オ ソ 系

表． 11 実船機関室ビルジ性状例（後期調査）

試科分折枯果

試料否号 採取紐 試料1足収場所
界面活性剤 (mg/J.) 払濁物質 (mg/i)油分 (Ppm)

， 棋右OO舷室ジ前側郎 70 1 0以下 64 

ピル ウエル
I 

l 0 直
旗左閃室舷ジ前側郎 70 1 0以下 1 3 

ビル ウエル

フ
様閃右室舷後悧郎

1 l 
工

90 1 0以下 270 
リ ビルジウエル

l I 
1 2 隈左閃舷室ジ後悧ウ郎 40 1 0（非イオン系） 48 

ピル エル

l 3 猿閲ジ室 370 20以下 36 

ピル タンク

1 4. 摂右間室舷ジ前側ウ郎 30 
i 

1 0以下 4 7 

ビル エル

1 5 
横左間舷室前悧郎

40 1 0以下 28 

ピルヅウエル

1 6 は機関右室ジ中舷央倒郎 1 3 0 20以下 2 1 

ピル ウエル
コ
ン
機閲ル左室ヅ舷中ウ側央エ郎l 7 ： 90 1 0以下 266 

ピル

I 0 
槻右間舷室ジ後倒郎 I 6 0 20以下 6 1 
ビル ウエル

I 9 
横左間室舷後倒郎

1 9 0 20以下 368 
ピルジウエル

I 

20 カスケーtト名 5 1 0 200（非イオン系） 303 
タンク昂段

2 I 帷室 IO 0 1 0以下 369 

注）界而活性剤はポリエチレングリコールアルキルフェニルエーテル

(351) 
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調査結果の考察

今回の 3船の油水分離器は、いずれもIMO（国際海
事機関）が定めた性能試験基準 (A・393(X))に基づ
いた性能試験を経て、 15ppm以下に処理できる分離機
能を持つ装置として型式承認された機種である。しか

し今回実測された実働性能はいずれの場合も予期に反

して必ずしも満足されるものではなかった。この結果

に関連する事項について若干の考察を加える。

① 供試油水分離器の分離機構

今回の供試油水分離器は現在世界各国の船舶で機関

室ビルジ用として一般的に供用されているものと機構
の面では特に変わるものではない。この種の分離器の

機構とその油水分離機能を述べる。

分離器本体内部は一連の平行板群（傾斜型または水
平型の多層平行板）による粗分離部と、化学繊維組織
等を用いたコアレッサーと称せられる精分離部（粗粒
化部）から構成されている。ビルジポンプから送入さ

れた含油水（ビルジ）は先ず粗分離機構の多層平行板

へ流入するが、平行板は整流板として作用して分離器

内の分散を全体に均等化するとともに、油粒が水と油
の比重差に基づいて浮上し、油分がより密集した場所

に到達し最後には連続した油相に行き着くまでの移行
距離を短縮し、そして最終的に凝集の可能性の最も高

い油粒の高密集場所や連続油層場所がある分離器内の

領域を増やすことである。次に、粗分離部で分離され

なかった油粒を含む被処理油水は精分離機構部として

のコアレッサーを通過するが、繊維組織表面に油粒が
衝突した場合、接合力の方が引き離す方向に油粒に働

＜粘性抵抗力より大きければ、そこに付着する。別の

油粒が既に繊維組織に付着した油滴に衝突すると、造

塊(coalesce)が生ずる。このような衝突が繰返される
と、油滴は成長を続けることとなる。最終的には、油

滴が重力作用で分離するまでに大きく成長して、浮

カ＋粘性抵抗が付着力を上回れば、油粒は繊維組織を

通過して分離されると考えられる。

このような効果のあるコアレッサーを多用するとき

は、 A・ 393 (X)の試験条件のもとでは極めて効果的
な油水分離性能が期待できるので、昨今の舶用油水分
離器のほとんどの機種にこの機構が組み込まれている。

② コアレッサー方式の油水分離機能が阻害される

要件

油粒径が微細な場合

池粒が数μm程度と著しく微細な場合には、コアレッ

(352) 

サーがこの微細油粒を捕捉吸着することが困難になっ
てくる。すなわち、油粒がコアレッサーの微細な空隙

をそのまま通過するので、油水分離機能が阻害される。

界面活性剤等がビルジに混入して油粒が乳化作用を
受けて極端に微細化するような場合がこれに該当する。

そこで今回の試験船の機関室ビルジを分析して界面活
性剤の混入の有無を調べたが、その結果は既述のごと

く、特記すべき界面活性剤の存在は認められなかった。
一方、今回の試験船の各船油水分離器入口側で採取し

た試料に含まれる油粒径分布を実測すると図・22のよ
うになり、いずれも 30μmあるいはそれを下回る微細
粒の占める割合の多いことが示された。機関室ビルジ
に特段の界面活性剤が存在しないにも拘わらず、微細

な油粒が多量に存在するということは、機関室ビルジ

の本来的な様相と言えよう。なお、比較のためにA・
393 (X)試験基準の油水分離器性能試験で要求される
試験用含油水の供給条件（供給油水は片吸込み，単段

で回転速度1,000rpm以上の渦巻ポンプで攪拌され
る）で得られた含油水中の油粒分布2)の傾向を図中に

表した。

含油水にSSが混入する場合
含油水中に大量のSSが混入すると油水分離器主要
部のコアレッサーが油粒を捕捉し、造塊する機能が低
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図．22 油水分離器入口側における油粒径分布



下して油水分離の性能が悪化する。これを実証する試

験結果は後述するが、この試験の際の顕微鏡観察によ

れば、油粒とSSとが結合したものは、コアレッサーの

繊維組織に付着することなく、その間隙を容易に通過

する傾向のあることが確認された。

今回の試験船の油水分離器の入口側及び出口側で採

取した試料中のSSの量の実測値は図・18～図・20に示

される。それぞれの試料中には相当多量のSSの混入が

認められるが、特に入口側と出口側とでSS量が殆んど

差を生じていないことが注目される。これは、 SSは油

水分離器のコアレッサーでも捕捉されることなく、そ

のまま通過したと解されるが、これらSSには微細な油

粒が付着しており、これ等もコアレッサーをSSと供に

通過すると考えられるので、これが油水分離機能低下

のメカニズムの一つであると推定される。

以上から、機関室ビルジ中に大量に混入しているこ

との多いSSの存在が、油水分離器の実働性能を低下さ

せていると言えよう。

機関室ビルジ処理用油水分離装置に関する

後期実船調査のまとめ

今回の 3隻の実船調査の結果、機関室ビルジの油水

分離はIMOの国際性能試験基準A・393(X)に適合し

た油水分離器であっても、その分離基準値の達成は容

易ではないことが示された。本報告3・ 1 ・ 1で一例
を示したように、従前の国際性能試験基準A・233(VII) 

に適合した油水分離器の実船調査結果からも全く同様

な事項が指摘される。

これは実船機関室ビルジにSS及び微細油粒を多く

含むことがその主要因と考えられる。また近年の高粘

性燃料油等は、ビルジ管系や分離器本体の内部汚損を

助長し、さらにSSの要素とともにコアレッサー閉塞

（目詰まり）の原因となる。このような本質をもつ機

関室ビルジを常時100ppmあるいは 15ppmを下回る

油分濃度まで処理可能な舶用油水分離器の開発は実際

には技術的にも相当困難である。そのため、基本的に

は油水分離という問題を一つのシステムとして捉え、

処理フローの中で可能な限り油水分離器の負担を軽減

する運用方策を構築することが課題であろう。

3. 2現行舶用油水分離器の分離機能を阻害する要因

に関する研究

3. 2. 1研究目的

国際条約の規制のもとに船舶に設置された油水分離

器が、その実働性能の面で必ずしも所期の性能が発揮
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されていないことが知られている。 3)この事実に対し

て国際海事機関 (IMO)では全世界の船舶に対して実

施したアンケート調査の解析結果に基づき分離器不調

の原因の推定を試みるとともに、当面の対応策を各国

へ提示した。しかしながら、より的確な原因の究明や

対応策を見出すためには、設定条件を吟味した調査試

験等を根拠にして検討を加えることが必要と思われる。

これに関連して、油水分離器の実働性能が低下する原

因を究明し、これを基に現状でより有効な分離効果を

得るための対策を確立するとともに、油水分離器の現

行性能試験基準をより適切かつ合理的なものへ改訂す

るための指針を得ることを目的として、以下の研究を

進めた。

3. 2. 2研究方法

フィルター状コアレッサーの繊維組織に対する

油水の挙動調査

現行油水分離器の重力分離機構において、フィルタ

ー状コアレッサー（化学繊維材の不織布を積層したも

の）は、多層平行板あるいは細管等による粗分離に続

く精分離機構として分離性能を左右する重要な部分で

ある。この部における油水分離の実態、つまり繊維組

織における微細油粒の造塊（粗粒化）及び剥離，放出

現象を基本的な理念とし、ビルジ水への混入物質が油

のみの場合と、これに SS等の油以外の異物が混入し

た場合の現象を調べるために、顕微鏡による観察を行

った。実験には SSを想定した混入物として JIS

Z8901に定められた試験用ダスト 11種及び7種を用

いた。これ等は関東ローム粉であり、中位径 Dp50

は、前者で1.6~2.3μm,後者で27~3lμmである。

注） ：ある粒径 Dμm以上（以下）の質量が全ダスト

質量の 50％をしめるときの粒径を中位径と呼び、これ

を Dp50と表す。

観察はあくまでも基本的な条件に限定し、ポリプロピ

レン不織布から 2本の繊維（径30μm程度）を取りだ

してこれを顕微鏡視野内の小規模流路の流れに対して

ある角度でセットし、観察用試料の流速6~10 cm/ 

secの条件のもとで一連の観察実験を行い、ビデオで記

録した。

含油水に懸濁性固形物 (SS) を含む場合の現行

油水分離器の分離機能

水と油の比重差に依存する現行舶用油水分離器の実

働性能に関して筆者らは長期間にわたって調査を続け

(353) 
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てきたが、本報告でも述べた調査例のごとく、規制値

を常時保持する成果は得られていない。この理由とし

て実船機関室ビルジの複雑な性状が挙げられるが、今

回筆者らは過去のデータに基づき、ビルジに混入する

油以外の混入物のうちのSSに特に注目し、調査内容を

SS主体に絞ってSS混入条件が重力方式分離器の機能

に及ぼす影響を実験的に研究した。

供試油水分離器等

ss混入が分離機能に及ぼす影響を調査する供試体
としては、要素解析を単純化するため、現行分離器の

機能構造を代表できる分離器モデル4)を使用する方策

も考えられるが、一方、分離性能をより実際的に評価

するため、実機分離器を供試体とする方法も有効であ

る。本研究では後者に拠ることとし、供試油水分離器

はIMOの国際的性能試験基準A・393 (X)に準拠した

性能試験基準（運輸省通達、舶査第 538号）に適合し、

我が国の型式承認を取得した 15ppm用油水分離器の

中から、表・ 12に示す最新の型を選んだ。

分離器本体は円筒状の一筒構造で、内部は ①重力

分離室 ②ワイヤーメッシュコアレッサー ③油水分

離膜カートリッジ からなる。③にはポリエステル繊

維の集合体（不織布）の粗粒化膜を使用しており、こ

こで①及び②で捕捉できなかった微細油粒をプリーツ

状に整形した分離膜によって造塊・分離させる。図．

23は構造の概念図を、写真・ 2は粗粒化膜カートリッ

ジを示す。試験中の油分濃度， SS含有量，粒径分布測

定用試料は、分離器入口部、分離器中間部（②の下流

側）及び分離器出口部（③の出口）からそれぞれ定期

的に採取した。

試験装置及び試験方法

試験装置の概要を図・24に示す。装置は実船機関室

ビルジ中の微細な油粒及び懸濁固形物の要素を勘案し、

表． 12 供試油水分離器

種別 第一種油水分離器 1筒構成

(15 p pm用）

定格能力

（註／hr) 0. I 5（最大）

粗分離部：重力分離室および

分離機構 ワイヤーメッシュコアレッサ

精分離部：油水分離膜カートリッジ

（粗粒化用）

(354) 

強度の油水攪拌装置ならびに含油水中への油以外の物

質の混入装置を設けた。すなわち、分離器入口におけ

る含油水中の粒度分布は、重力分離機構の分離機能限

界に近い lOμm付近に分布の最高値を与えることを

目標として、流路組込み型の機械的攪拌装置（ホモミ

illIU（i検'31器

→処理水出日

illlui検知器

図．23 供試油水分離器

カートリッジ カートリッジ内部

（プリーツ状の粗粒化膜）

写真． 2 油水分離用膜カートリッジ
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① 軽油タンク

① C重油タンク

① 定量ポンプ （軽油）

＠ 定量ポンプ (C重油）

⑤ 流量計

R ホモ・ミクサ (1段目）
⑦ ホモ・ミクサ (2段目）

R 洗剤． s s混合装置

R 油水等集合クンク

⑩ 油水等供給ポンプ

◎ 油水分離器実機

図．24 試験装置の概要
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表． 13 供試ダスト類

＼ 種類 性 状 粒度

JIS 8種
関東ローム 中位径

（微粒） 6.6~8.6μm 

関東ローム 中位径]IS 11種
（超微粒） l.6~2.3μm 

JIS 12種 カーポ‘ノプラック
粒径

O 03~0 2μm 

油分濃度 1 > 
細～1QOOOppm

整定期間

(60min) 

科学組成

(wt%) 

Si02 34~40 
Fe203 17~23 

Al2゚ 326~32 
その他

CaO,MgO,TiO 

炭 素

密度

2.9~3.1 gr/cm' 

1.7~1 9紅／cm'

〇 試験採取

図．25 性能試験実施パタン

クサー） 2台と小型渦流ポンプ（カスケードポンプ）
を用いるとともに、混入物としてSSまたは洗剤を定量
ポンプを用いて油水中に送入した。（本報告では洗剤に

ついては省略する）

試験に用いた油種は軽油（比重 0.836/15℃，動粘
度3cSt/37.8℃)であり、水種はすべて常温の水道水
とした。 SSの種類としてJISZ 8901に定められた試験
用ダストのうち、 8種， 11種の関東ローム粉及び同 12
種のカーボンブラックを選んだ。表・13はこれらの性
状を表す。なお、一連の性能試験実施パタンは図・ 25
の通りで2時間で終了するが、油水分離エレメントの
目詰まりの実態を調べるためひき続き同一入口条件の

もとで試験を 4時間過ぎまで実施した。

なお、膜カートリッジはSSの種類の変更のたびに新
しく交換するとともに、分離器内部に前回試験の影響

が残らぬよう、次回試験にそなえた整備を行った。

3. 2. 3研究結果及び検討

フィルター状コアレッサの繊維組織に対する

油水の挙動

2本のポリプロピレン繊維素のみに関する付着、粗
粒化等の観察に基づいた考察のため、これから得られ

た知見はあくまでも基礎的内容にとどまるが、実験室

的に調合した油水中の微細油粒のほか、実船から採取

した機関室ビルジ中のSS分、ゴミ、及び微生物等の挙
動例を確かめることができた。試験用ダストを混入し

(356) 

た油水の試験時の観察の一例を写真• 3に示す。
これより、繊維表面で粗粒化現象の進んだ油の塊の挙

動は確かめられたが、 SSを模擬したダストの挙動につ
いては明確でなかった。顕微鏡視野の試料の流速を低

くすると、実船ビルジにはss,繊維状ゴミ等、多量の
混入物があり、そのほかに微生物の存在が確認された。

また、流速を上げた時、粗粒化した 100~150μmの油
塊及び数μmの微細なSSらしきものが繊維素の表面上
を下流側へ移動する現象を明確に観察することができ

た。実船ビルジの場合、ビルジウエルまたはビルジタ

ンク等におけるビルジの貯留状態によって、ビルジ水

中に微生物が繁殖する可能性があることがわかった。

実用されている不織布フィルターは公称の目の細か

さが今回観察した場合に比べて格段に小さいので (4
μm前後）、その粗粒化作用は十分効果的に進行してい
ることが推定できる。今回の知見は実機分離器のフィ

ルター状コアレッサの油水分離に関する動的現象の極

く一端を示すに過ぎないが；観察した範囲において、

総じて実験室的なJIS粉体等の模擬SSが繊維に対して
示す付着性は低いようである。また今回の実船機関室

ビルジの場合、 lOμmを下回るSSらしき混入物が多か
ったが、これらが化学繊維に対して示す親和性はJIS試
験用ダストの場合と特に変わるものでなかった。

懸濁性固形物が現行油水分離器の分離性能に

及ぼす影響

前記の入口条件ならびに水温20~26℃,pH7.0付
近に対し、懸濁物質の種類を変えた場合の分離器出口

における油分濃度と分離器精分離エレメントとしての

膜通過抵抗の経時的変化を図・ 26～図・ 28に示した。
図中、白丸と点線はSSブランク試験を、黒丸と実線は
SS混入試験を表す。図・ 26はJIS8種試験ダストを混
入した場合である。これより明らかなように、水道水

と軽油のみの含油水では入口油分濃度の平均2.300
ppmに対して出口では lOppmを下回る値であるがこ
れに約60ppm相当の試験ダストが混入すると、入口油
分濃度の平均3.000ppmに対し出口油分濃度は平均
14ppmまでに高まり、また分離膜通過抵抗は油水のみ
の時に比べ2時間後には 2倍となり、以後も経時的に
増加して 5時間後に 0.5kgf/cm2 近くに達した。粗
粒化膜の公称孔径は 4μmとされ、また試験用ダスト
の粒径分布叫こよれば、 JIS8種ダストの 4μmを上回
る積算フルイ上［％］は 65VO Q％であることから、混
入ダストのうちの相当分は膜を通過し得ず、時間とと
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顕微鏡による繊維組織に対する油水等の挙動観察例

1
2
9
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図．26 SS混入時の油水分離性能

(JIS 8種（関東ローム粉，微粒））

〔下
9

¥

J

3

1

〕

水

票

R
出
艦

〔

W

d

d
〕

0.5 
0.4 
0.3 
0.2 
0.1 

゜
＇ 

I --------
--•O--- ． 

入口袖分平均

3, 0 6 5 2, 4 8 5 ppm 

入口SS平均

゜
I 6 3 

mg/R. 

出口SS平均

゜
3強

mg/R, 

。

脳
i

懇
ボ
逹
口
王
臨
職
令
妥
垣

娑
こ
＼
J

ll 
~
〕
水
悪

R
出
堅

5
4
3
2
J
o
 

0
0
0
Q
o
 

2 
試験時間 (h r〕

ヘY 4
 

図．28 SS混入時の油水分離性能

(JIS 12種（カーボンブラック））
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もに膜内に蓄積して次第にその流路を狭め、通過抵抗

（圧力損失）が増加したと考えられる。

2時間目以降の出口油分濃度は試験の範囲では経時

的に減少している。この関連事項として、ダストの蓄

積によって膜の見掛け上の孔径が公称の孔径よりも小

さくなったこと、通過油水量の低下によって被処理液

の膜通過速度が20％程度低くなったことが挙げられ

るが、これはあたかも、“ケークろ過’'現象における“ろ

液”の清澄ろ過メカニズム叫こあてはまる過渡現象と

も推察できる。この状態をさらに継続すれば、膜の空

隙が次第に減少して膜の閉塞に近づくが、圧力損失△p

の急速な増加により、分離器の入口圧（ビルジポンプ

の吐出圧）が過大に上昇し、以後の分離器の運転は不

可能となる。図・27はJIS11種試験ダストを混入した
時の分離性能で、前図の場合に比べ顕著な差を生じて

いる。すなわち、ダスト混入のない場合は分離器入口

油分濃度の平均2,100ppmに対し分離器出口油分濃度

は平均20ppmであるが、入口油分濃度平均2,700ppm 

で200ppm弱相当のダスト混入により、 2時間目以降

(358) 



の出口油分は概ね250ppmまで上昇し、混入のない場

合に比べ 10倍強を示している。

JIS 11種試験ダストの粒径分布は、 4μmを下回る

積算フルイ下［％］は 80vol％に及び、単純に大きさの

みからすると 8割近くのダストが分離膜を通り抜ける

こととなり、しかも、ダスト表面に付着しこれに連行

された油分の粗粒化作用が妨げられ7)ることから、出

ロにおける油分濃度が高い値となったと推定される。

なお、図からも明らかの如く、ダスト混入の有無によ

る膜の通過抵抗は特記する差を生じていない。

図・28はJIS12種試験ダスト混入の場合で、 4時間

の試験を通じ、総じて分離器出口油分濃度はダスト混

入によって大差を生じていない。試験ダストの混入量

は分離器入口で平均200ppm弱相当であるが、出口平

均で僅か 3ppm相当程度まで減少し、混入した殆ど全

てのカーボンブラックが分離器内部に残留しているこ

とが分る。これはカーボンブラックが保有する強い吸

着力が原因と考えられ、油分を吸着したカーボンブラ

ックがワイヤーメッシュコアレッサ及び粗粒化膜繊維

に蓄積するためと推察される。膜の通過抵抗は、試験

開始1時間後から漸増傾向が続いたため、標準とした

排水圧0.7 kgf/cmを保持することができず、 4時間

後には排水圧が0.4kgf/cm2を下回って、この時点で

の処理油水量は定格の約2割滅となった。実船では主

機の排気工コノマイザや過給機等の掃除により、未燃

カーボンを含んだ大量の洗浄廃水が機関室内に発生す

ることがある。この種のカーボンが今回のカーボンブ

ラックのように表面活性の強い性質を持つか否かにつ

いては明らかでないが、一般に未燃炭素（スス）の付

着性は強く、これがビルジ水中に多く混入すれば油水

分離器精分離フィルタの目詰まり現象が促進され、分

離器の運転に重大な支障をきたすので、この種洗浄水

の適正な管理が望まれる。

3.2. 4 まとめ

以上、実船ビルジ中のSSを想定し、粒度、物性の異

なる 3種のJIS試験用ダストが現行の舶用油水分離器

の実働性能に及ぼす影響に関する知見を得た。しかし

ながら、本報告の内容はあくまでも限定された被処理

油水等の入口条件と分離器構造のもとで得られた結果

であって、その傾向の一部を示したものに過ぎない。

同一分離器においても、分離エレメントの保守・整備

状況によって実働性能は必ずしも一様とは限らず、ま

して機構上の運用や捕捉油粒に対する設計の相違等に

よって当然実働性能は変化する。
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既述のごとく、本研究では入口の粒径分布のピーク

を8~10 μmに設定する苛酷な攪拌条件のもとで実施

したが、これはIMOのA・393 (X)試験基準を明らか

に上回る微細な油粒条件を生じるものであり、前記の

性能実態は現行舶用油水分離器の分離機能阻害要因の

一端を示すものと思われる。

筆者らの行った油水分離器の実船試験において、 SS

含有量が分離器入口側で100~200ppm相当のものが

出口側においてもそれに近い値を示した例もいくつか

経験したが、現在IMOで検討中のA・393 (X)試験基

準の内容見直しとして、洗剤とともにSSの要素も考慮

事項として検討を加えることが、機関室ビルジ用油水

分離器の実効の向上のために必須の要件と言えよう。

3. 3分析方法

本研究全般における分析の大要は次のとおりである。

3. 3. 1油分濃度

各試験で採取した油水試料に四塩化炭素 (carbon

tetrachloride)を加え、これを十分振とうして油水試

料中の油分を四塩化炭素に抽出し、その含有量を赤外

線分光光度計（島津製IR-440)を用いて波長3.4μm付

近の赤外線吸収スペクトルを測定し、得られた透過率

（％）を示す試料油の濃度 (ppm)に換算して油分濃

度を求めた。

本分析法はJISK0102 n—ヘキサン抽出物質の項に

油分計測の参考として示されており、またIMOの油水

分離装置の国際性能試験基準 A・ 393 (X)に油分濃

度の測定方法として指定されている。

3. 3. 2懸濁物質 (SS)

JISK 0102 懸濁物質に準拠し、ミリボア・グラスファ

イバフィルタ（全量計測用デフ゜スフィルタ）を使用し

て試料油水を吸引・ろ過し、当該フィルタ上残留物中

の溶剤不溶分（n-ヘキサン不溶分等）を秤量し、 SS景

(mg/ Q) を算出した。

3. 3. 3油粒径分布

a.実船油水（ビルジ）試料については油粒径試験筒

(Flotation tube)を用い、ここへそれぞれの測定油水

試料を封入して、ストークスの浮上則が油粒に適用で

きることを前提として数百μmから lOμm程度までの

ストークス粒径を測定し、これを基にそれぞれの油粒

分布曲線を作成した。

また、顕微鏡観察により微細な油粒の存在確認等も

行った。

b.実験室的研究で得られた油水試料については、一

部 HIAC自動微粒子計の使用も含め、主にCoulter

(359) 
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Counter TA-II型自動粒子測定器を使用し、 2~40 
μmの範囲を 10区分以上に分割した粒子群の各区分
ごとの微分体積比率を求めるとともに、累積分布曲線

を得た。

3. 3. 4 その他の分析

本報告中の実船機関室ビルジ中に存在した界面活性

剤の定性・定量分析、 SS等の有機分析、及びビルジ中
のプランクトンの動静解析等については、それぞれ専

門機関へ分析を委託した。

4.油凝集技法による油水分離技術の概要

4. 1研究の経過

現行舶用油水分離器が実船上で本来の分離機能を発

揮できない事例が広く認識され、国際的にも機関室ビ

ルジの安定処理のための対策の確立が強く要望されて

いる。筆者らは昭和40年代後半から最近までの間に逐
次実施した実船調査による機関室ビルジの性状，ビル

ジ配管系の諸問題及び機関室用油水分離器の分離機構

等を基として、現行舶油水分離器の分離機能限界等を

総合的に検討し、舶用油水分離器の実働性能向上の見

地から、現行の重力方式（油水間の比重差に基づく方

式）と作動原理の異なる新分離技術の開発とその実用

性能の評価を試みた。すなわち、油凝集剤を使用して

フロックを密閉構造のタンク内で生成し、油粒及び油

以外の混入物をフロックと結合させた上で空気泡によ

り速やかに当該フロックのタンク内での浮上・分離を

図る方式（以後、本方式を油凝集技法という）によっ

た分離方式を極カコンパクト化した舶用油水分離装置

の開発に資する技術研究を行った。

陸上の大規模水処理施設にみられる薬剤処理法は大

気圧のもとで行われるが（フロックの生成、浮上がな

される処理槽は大気開放されている）、これを船舶用に

適用するためには本技法システムの中核をなす静置浮

上分離槽は密閉構造であることを要するが、現在まで

にこの種の油水分離システムが舶用として実用された

例は見当たらず、未解決な技術問題が残されている。

油凝集技法による分離システムの研究を推進し、そ

の実用化を図る上で解明を要した主な点は次のとおり

であった。

a.使用の簡便な油凝集剤の選択

b.含油水（ビルジ），油凝集剤および加圧水相互

間の効果的攪拌手法

c.密閉式静置浮上分離槽内における空気発生条
件の把握……タンク内圧力上昇時における発

(360) 

生空気泡の大きさと発生空気絶対量

d. フロックと水面との界面検知技術

e. フロックの分離器外への自動排出方法
このため、油凝集技法のシステム研究用として作製

した調査用試験装置を用いて、密閉型静置浮上槽をは

じめ、分離システムを構成する各ラインの作動特性把

握に関する基礎的調査を実施した。以上から得られた

知見に基づいて、現行重力方式油水分離機構（多層平

行板とフィルターの併用が主流）と油凝集技法システ

ムからなる舶用油水分離器実機模型（油水処理量500
Q/hr)を試作し、軽油、 B重油のほか、実船から入手

した機関室廃油試料を基油とした調合油と水道水から

なる機関室模擬ビルジを用いた試験を行って総合的な

評価を加え、油凝集技法の油水分離上の有効性を実証

した。

4. 2油凝集技法のシステム研究用試験装置

4.2. 1供試の油凝集剤

近年A社により開発されたアミノ酸誘導体を基剤と
したものを選び、基剤の2vo.e％水溶液を油凝集剤と
して使用した。本剤による油水分離過程は図・29に示
すように考えられ、 2価のイオンを持つ海水を含む機
関室ビルジに所定量の本剤を混入攪拌することにより

油水分離を行う。また、舶用装置としての操作の簡便

性を考慮し、単一液の油凝集剤で機能するという特徴

を有する。

苫丁ぃ

2価のイオン 微細空気泡

以戸0三
図．29 油凝集技法による油水分離過程

4.2. 2油凝集技法基礎システムの研究

油凝集技法による試験装置の構成

基本的な構成は図 •30 に示すように、試料油水ライ
ン，油凝集剤ライン，および加圧水ライン（加圧下で

空気を水中に溶解させ、減圧時に微細空気泡を発生さ

せる）からなり、これらを適正な攪拌混合部で合流さ

図．30 油凝集技法における油水分離器基本構成
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せ、油凝集剤と結合した油粒を微細な空気泡により密

閉型静置浮上槽上部へ浮上分離させるものである。

油水分離装置の基本的な配置図を図 •31 に示す。こ

こで加圧水ラインは水タンクから流量計，ポンプを経

て加圧タンク，滅圧発泡部に至るラインである。試料

油水ラインは水タンクからポンプ，流量計を通り、油

ラインと合流した後にライン組み込み型の攪拌機（ホ

モミクサ）で攪拌作用を受け、微細な油粒分布の試料

油水を作る。この試料油水は更にポンプを経て 1kgf/ 

c面程度に加圧され、静置分離槽に送入される。（本試

作分離装置の作動は密閉型静置分離槽内圧力が1

kgf/c面程度を標準とした）

油凝集剤ラインはタンクよりポンプ，流量計を通り

供給されるラインである。図では油水と油凝集剤とが

合流し、流路に組み込まれたスタテイックミキサによ

り流体的な攪拌を行う。その後、加圧水の減圧により

発生した微細空気泡と合流し密閉型静置分離槽内で浮

上分離する。分離した油分を含むフロックは槽の上部

から排出され、処理水は槽下部から排出される。

各ラインり流量は、加圧水ライン 200.e/hr,油水ラ

イン 300Q /hr, 油凝集剤ライン 1Q /hrを標準とした。

加圧タンクでの空気の溶解速度

加圧タンクでの空気の水中への溶解速度に関する基

礎的な現象を把握するため、図 •32 に示すような試験

装置を作製した。装置の動作は、加圧タンク弁①を開

いた状態でタンクの中に弁より 9.e,の水を入れ、弁①，

②を閉じる。所定の圧力の圧縮空気を弁③を開いて加

圧タンク内に入れ、内部の圧力を一定にした後、弁③

を閉じ弁④を開く。その後弁①の開度を設定し排出さ

れる空気量を調節する。このとき空気は加圧タンク下

部の散気管から水中に吹き込まれ、その一部が水に吸

収される。この状態のまま一定時間経過後に、弁①，

④を閉じ、弁③及び静置タンク下方の入口弁⑤を開け

ることにより一定圧力の加圧水が減圧ノズル部を通り

静置タンクに入るが、減圧ノズル部を通過する際、過

飽和に溶解した空気が微細な空気泡になり、静置タン

ク内で浮上分離する。水はタンク下部より排出される。

このときの流量をメスシリンダーとストップウォッチ

により計測した。発生した空気量は、あらかじめ検定

した静置タンク上部の空気量計測部で測定した。

攪拌混合部の検討

加圧水、試料油水及び油凝集剤を効果的に攪拌・混

合するための流路の組み合わせとして、図． 33(a), 

(b)及び（c) に示す 3方式について検討した。 (a)

は試料油水と油凝集剤が合流した直後にスタテイック

ミキサーで攪拌し、その後加圧・滅圧により発泡した

空気泡を含む水と合流する方式である。 (b)は試料油

水が加圧水の減圧ノズル直後に付けられたアクリル管

から出口より手前で加圧水と同じラインに合流し、加

圧水がアクリル管から出るときの流れの乱れで混合し

メ

ス

ツ

リ

ン

ダ

了・・手一ー・人）

加圧クンク

図 32 空気の溶解速度に関する試験装置

(362) 



てから油凝集剤と合流し、その直後にスタテイックミ

キサーで攪拌されて静置分離槽に入る。 (c) は、油水

に油凝集剤を添加した直後に前段のスタテイックミキ

サーで攪拌を行い、加圧・滅圧により発生した空気泡

を含む水と合流した後に後段のスタテイックミキサー

で攪拌をおこなって静置分離槽へ入るものである。

減圧部における空気泡の発生状況の検討

油凝集技法に基づく油水分離を効果的に行う必要条

件の一つに、本技法システムの滅圧部で発生する空気

泡の大きさ及び発生量の問題を挙げることができる。

すなわち、密閉構造の静置分離槽内部において数十
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μm程度の空気泡が量的にも十分得られなければなら

ない。

写真． 4・1~4・4は加圧タンクの内圧6kgf/ 

cm叫減圧ノズル径1.6</,,ノズル長 2mmに内径4

¢，長さ 10cmの整流用アクリル管を付けたものから

発生した空気泡を、密閉型静覆浮上槽内圧を変えて観

察したときの顕微鏡写真である。

静置浮上槽中央部に発生した空気泡が観察窓の近く

まで浮遊してきたものについて、ストロボで撮影した。

図 •34 はこれらの観察結果を基に、空気泡の大きさ

と個数について整理したもので、横軸に気泡径を、縦

軸に各内圧における相対個数分布を表した。静置浮上

←油水

静置分離楕

J~ 

油凝集剤

油水
→ 

油凝集剤

油

水
ヽ
ー
・

圧

a
加
（

油水

(b) 

図．33 攪拌混合部

水

ヽ

l

圧

C

加
（

4.1 p=0.5 kgf/cm2 4.2 p=l.O kgf/cm2 

4.3 p=l.5 kgf/cm2 4.4 p=2.0 kgf/cm2 

写真． 4 密閉型静置分離槽内に発生する空気泡
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図．34 密閉型静置浮上槽内に発生した空気泡
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口巴□ー一正―
ノズル②

図．35 減圧部ノズルの形状

槽の圧力が低い場合は発生する空気泡径が比較的大き

く、槽中心部で発生した空気泡が観察窓付近へ浮遊し

てくる機会が少ないため、確認できた個数は少なかっ

た。槽内圧が上昇すると空気泡は小さくなり、 20~30

μm径の空気泡が数多く観察された。

以上のごとく、減圧部での発泡現象に関する定性的

な傾向を実験的に把握したが、これに引続いて図． 35
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に示すような 2種類の滅圧ノズルを作製してその発泡

状況を調べた。

ノズル①は内径1</>で長さ 20mm

ノズル②は内径2</>で長さ 40mm

で、ノズル②の場合は流量調整のため 1かの鋼棒をハ

ンダ付けしたものである。これら 2種類のノズルにつ

いて図 •32 に示した試験装置を用いて発生空気量と発

泡に関する定性・定量的観察を行った結果、ノズル②

の方が発泡状況を与えることがわかったので、以後の

試験にはノズル②と同形式のノズルを使用することと

した。

その他の研究項目

油凝集技法としての基礎システムに関連し、次の項

目が油水分離性能に及ぼす影響等を調査した。

a.加圧水量の変更

b.油凝集剤とし微細油粒の混合・攪拌のため

の前段及び後段スタテイックミキサーの

効果的組み合わせの実験的検討

c.油凝集剤添加量の変更

d.静置分離槽内圧の変更

e. 界面活性剤（非イオン系）及び懸濁性固形

物 (SS)の存在が油水分離機能に及ぼす影

響

f.密閉型静置分離槽内におけるフロックと水

との界面検知およびフロックの分離器外

への自動排出技術

g.油凝集技法による油水分離システムの総

合的機能

これらのうち、 b及びfについては概ね以下のごとくで

ある。

b関連： 水道水中に 8~10 μmの油粒が分布

のピーク値を示すような試料油水と油凝集剤の接触効

果を上げるための第一次攪拌、これにつづいてMg2+

等の2価のイオンを含む加圧水を加えて効果的なフロ

ック化を進めるための第二次攪拌（いずれもスタテイ

ックミキサーによる）は、本油水分離システム機能に

関連する最も重要な要素である。

これらの組み合わせ効果に関する実験的検討の結果、

第一次攪拌は油と油凝集剤の接触を良好にする見地か

ら激しく行い、第二次攪拌は生成するフロックを極端

に微細化させない見地から緩やかに行うことが、微細

な油粒等のフロックヘの捕捉上有効であることを明ら

かにした。従って、一次スタテイックミキサーは二次



スタテイックミキサーに比べ径が細く（流速大）、かつ

エレメント数の多いものを採用した。

f関連： 実船機関室ビルジの性状調査結果等を

基に、ノニオン系の界面活性剤及びJIS試験用ダスト

11種（粒度分布範囲 1~ 8μm,関東ローム超微粒，主

成分Sio2,Fe203, Al203)を混入した油水（水道水＋

軽油）に対する油水分離性能を調べた。当該油水はコ

ールターカウンタの計測によれば、 5μmを下回る粒

子（油粒及びSS)が全体の 90voQ％を占め、粒子区分

的には 2.5~3.2μm及び3.2~4.0μmの粒子がそれ

ぞれ全体の 25voQ％を占めるような分布特性を持ち、

現行の重力式分離機構では対処困難な油水である。

このような性状の油水の本分離システム入口側油分

濃度350ppmに対して 6時間の連続試験を通じてほぼ

安定して 30ppmの出口側油分濃度を確認した。また同

時に計測したSSについては、入口では 170mg/ Qに対

して出口側のSS含有量は 40~55mg/ Qとなり、 SSの
約 70％は捕捉されていることが確認された。

4.3 油凝集技法による試作実機模型を用いた油水分

離性能の研究

4. 3. 1試作実機模型の概要

実機模型の概念を図 •36 に、その外観を写真• 5に

示した。

図中各要素のうち、油水分離器としての主要な働きを

実機模型全景
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なすものは、第 1筒，前段フィルタホルダ，第 2筒，

スタテイックミキサ，第3筒（静置浮上槽），後段フィ

ルタホルダおよび第4筒である。これ等の各要素を組

み合わせた油水分離器としての定格能力は 500Q /hr 

とした。また、前記各要素の主要寸法は表・ 14のとお

りである。

装置の自動運転のため、装置内に油水界面計，圧力

スイッチ，電磁弁等を取り付け、タイマーとリレー回

路を備えた制御ボックスにより運転を行う。定常運転

中は第 1筒と第2筒内の油水界面の制御はそれぞれの

筒内に設けられた上位，下位の静電容量式界面計によ

り電磁弁の開閉制御を行うが、第3筒の場合、フロッ

クの存在のために界面の直接的な検知の困難なことが

一連の予備実験から予知されたので、連通管により第

3筒内の水位の制御を行った。第 4筒については流入

してくるフロックの総量は少なく、下限界のみを検知

した。

装置の油水分離に対する基本的な動作は次の通りであ

る。

ビルジポンプにより第 1筒に送られた微細な油粒を

含む油水は第 2筒に達するまでの間に多層平行板によ

る粗分離効果及びフィルタ状コアレッサによる精分離

効果を受ける。この段階までの分離作用は現行の重力

分離機構によるものであり、一般的には 10~20μmを

① 第1筒 ⑤ 油凝集剤タンク

② 前段フィルタホルダー ⑥ 油凝集剤定量ポンプ

③ 第2筒 ⑦ 第3筒（密閉型静置浮上タンク）

④ フロック自動排出装置 ⑧ 加圧タンク

写真． 5 油凝集技法による試作実機装置の外観

(365) 
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表． 14 油凝集技法による実機模型主要寸法等

構成部

第 1 筒

寸法等

35X35X50cm 

フィルタホルダ 20cmrp X20cm 
（前段） I （フィルタ部長さ10cm)

第 2 筒 I35 X 35 X 50cm 

スタテイックミサキ

（前段）

スタテイックミサキ

（後段）

第 3 筒

フィルタホルダ

（後段）

第 4 筒

1/2イソチX18エレメソト

1イソチX6エレメソト

内径45cm,高さ50cmで上部に60゚ の

傾きの円錐状天蓋と，フロック排出

のためのコイルフィーダ，第3筒内

水位制御用連通管を備える。

20cm<jJ X20cm 
（フィルタ長さ10cm)
--------

45cm <P X 50cm 

上回る油粒等については効果的な処理が行われている。

しかしながら、上記段階までに捕捉できなかった油

粒等に対して、油凝集剤を微量定量ポンプで供給し、

油凝集剤と油粒の結合促進のための攪拌を前段スタテ

イックミキサで行う。次にこの油凝集剤を含む油水と

加圧水(5kgf/cm珠呈度の加圧下で空気を溶解し、滅圧

により lOμm程度の微細空気泡を発生する）を合流さ

せ第3筒内の後段スタテイックミキサで攪拌を行う。

この時油水ライン中の油凝集剤がフロックを形成す

るために必要な 2価のイオン (MgCl2)を加圧水中に添

加（実船では海水を加圧水として使用することでこの

問題を特に考慮する必要はない）しておく。ここで油

凝集剤はフロックを形成し、気泡と結合してそのほと

んどが第 3筒内で浮上分離する。

分離しきれない一部のフロックは第3筒から流出し

て後段のフィルタエレメントに捕捉される。

4. 3. 2試験方法

① 供試油水

油水分離の試験には表・ 15のごとく軽油， B重油及

び実船から入手した機関室廃油に軽油と界面活性剤を

混合した調合油を使用した。このうち、軽油， B重油を

使用した試験は流路組み込み攪拌機（ホモミクサ）の

回転速度を 8,000rpmまで上げた強度の機械的攪拌に

表． 15 供試油の性状

油 種 比重(1514°c) 動粘度

軽 油 0.836 4.7/37.8 。C 

B 軽油 0.917 45/sooc 

＊ 

実船機関室 約1.116/10°c2~ 60°c 混合廃油

＊機関室内の油夕、ノク、油清浄機等で

生じた各種スラッジの混合した状態

の高粘度性廃油、灰分18.67wt%
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より供試油と水道水からなる油水中の油を微細化し、

ビルジポンプ (1軸ねじ式）で実機模型に入口油水と

して供給した。この時の入口油分濃度は 5,000~10, 

000 ppmを目標値とした。

実船廃油の場合は極めて高粘度のため微細化するこ

とが困難であったが、敢えてこれを促進する見地からこ

れに200vo.e％の軽油と界面活性剤入り洗剤lOvo.e% 

を加えて混合した調合油を模擬ビルジ作成の基油とし

て使用した。すなわち、工業用の卓上ミキサで水道水

と当該基油を十分攪拌・混合し、これを水道水で希~釈

する方法を反復実施することで最終的に試料油水貯蔵

タンク内に 2m3の模擬ビルジ水を準備した。

試験に際しては試料油水貯蔵タンクから試料油水の

流路へ供給し、さらに軽油等の試験の場合と同一条件

でホモミクサ， ビルジポンプ（カスケードポンプ）を

経て実機模型に供給した。この時の入口油分濃度は約

8,000ppmであったが、今回模擬ビルジとした試料油水

は軽質油と界面活性剤の存在のために、数μmの微細

油粒と、実船廃油に基づく数十μmから数mmの径の油

滴の分布から構成されていた。

②計測項目

試験中、実機模型装置の各部圧力、流量、温度等の変

化を記録し、また一定時間毎に装罹入口，第 1筒出口，

第2筒出口，第 3筒出口及び排水から試料を採取して

油分濃度及び油粒分布を求めた。また、油水中のSS計

測は全量捕集型のミリポアフィルタを使用し、真空吸

引でフィルタ上に残った残演の四塩化炭素不溶分を測

定してこれをSSとした。

(367) 
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4. 3. 3界面計の検討

試作実機模型は実験室的には各検知器と連動したリ

レ一回路によって装置の自動運転が可能となった。し

かし、第 3筒連通管内で使用した検出部の被覆されて

いない静電容量式の界面計は、フロックがある程度以

上管内に流入すると誤動作を起こすことが観察された。

第3筒内で発生したフロックが検出器の周りに存在し

ても、水位を安定して検出できる界面計の検討を、一

般に市販されている以下の検出器についてそれぞれの

検出器を第3筒に取付けて応答性の調査を行うととも

に、独自にフォトカプラを用いた検出器を試作してそ

の基本的な動作を調べた。

①一般に市販されている界面計の応答

超音波式界面計：界面検出部は一定の間隔で発信器

と受信器を備えた電極部で構成され、さらに信号の変

換部が一体となった界面計を使用した。この界面計を

装置に取付けて運転を行ったところ、微細空気泡のた

めに検出部が水中にあるにもかかわらず空気中にある

ときと同じ信号を出し、誤動作することが分った。

振動式界面計：検出計動作原理は水晶発振回路によ

って一定の周波数で振動している検出プローブが被測

定物によって拘束されると、検出部の振幅が減少して

電圧信号も変化して出カリレーが作動するものである。

この界面計について動作試験を行ったところ、検出部

に僅かなフロックが付着しても誤動作することが分っ

た。

音叉式界面計：一種の振動式界面計で、界面検出部

に音叉型振動子を使用している。感度調節により相当

量のフロックが付着しても水と空気の界面検知が可能

なように思われる。しかし、フロックが付着した一部

の試験で逆の動作を示す現象も見られ、実用のために

は更に調査を要する。

静電容量式界面計（検出部被覆型） ： コンデンサー

の静電容量が電極間の物質の誘電率によって変化する

ことを利用したものである。検出部が被覆されている

ものと、被覆されていないものが一般に市販されてい

る。このうち、後者は僅かなフロックの付着で誤動作

を起こすが、前者の場合はその表面に相当量のフロッ

クが付着しても感度調整により実用的な検知が可能で

あると思われた。以上、市販の界面検知器を使用して

フロックの存在する第3筒内での界面検知の可能性に

関する検討結果、フロックが存在しても水と空気の界

面の検出は可能であることが分った。

②フォトカプラによる試作界面検知器の応答

(368) 

今回試作したフォトカプラによる界面検知の概念図

を図． 37に示す。検出器の作動原理は、界面の検知部

に発光・受光部を置きフロックが存在する時と、存在

しない時の光の透過率差を検知するものである。発光

を一定の周波数 (lOHz)で変調して、受光部からの信

号をFFTにかけることによって、‘検知部がフロックの

中にあるか否かを判定した。検知部にフロック等が多

く付着することから、回転ブラシによってその表面の

光透過性を保ちながら検出する機構とした。実験の初

期には発光・受光部を直接検知部に使用したが、部品

等の劣化による保守作業をタンク外で行うことが可能

なように、フォトカプラの発光・受光部はタンク外に

置き、検出部とは光ファイバーで結ぶこととした。検

出器をアクリル製タンクに取付け動作試験を行った時

の様子を写真• 6に示す。また、動作試験時の検出信
号を図 •38に示す。図中（A) は検出器がフロックの中

にある時の信号で、 (B)は検出器が水中にある時の信

号である。図． 39にFFT処理した各々の信号を示す。

サンプルリングレートは 5msで、分解能は0.2Hzであ

（ 
/‘  → A / D変厄ー）

光‘/ ;'--丁―
7 --`↓ -＼、ァ ロ）
イ

パ パッコン

図．37 フォトカプラによる界面検知装置の概念図

（第3筒頂部）

写真． 6 フォトカプラによる試作界面検

知器
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図．38 フォトカプラによる界面検知信号例

る。横軸は周波数で縦軸はスペクトル強度の対数プロ

ットである。 lOHzの部分にピークが存在するが、その

ピークの高さは検出部がフロックの中にあるかどうか

で約5倍の違いがあるので、適当なレベルにしきい値

(threshold)を設定すれば界面の判定は可能であるこ

とが分る。

4. 3. 4試験結果及び考察

油凝集技法による試作実機模型を用いた試験概要を

一括して表・ 16に示す•本試験の供試油水の入口条件

は強度の機械的攪拌により軽油ではlOμm付近に粒径

分布のピークを示すような微細なものである。実機模

型の分離性能把握のため、油凝集剤添加量を定格油水

量500Q /hrに対し0.2~0.4vol％とし、油水性状，排水

圧，加圧水の性状（海水と調合水）等の諸要素を変更

してそれぞれ8時間連続の一連の試験を実施し（試験

5, 6及び7は10時間）、 2時間毎に分析試料を採取し

た。試験中の各筒内圧、油分濃度は表・ 16に示す通り

である。以下、各試験結果を述べる。

重力分離機構部分の分離性能（試験 1)
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(A)検出器が水中にある時

図．39 フォトカプラによる界面検知信号例

(FFT処理後）

一連の試験の始めに、実機模型の平行板とフィルタ

のみによる油水分離性能を調べた。先ず装置内の前段

と後段のフィルタホルダ内に200mm</Jのポリプロピ

レン製不織布23枚（厚さ 5mm／枚）をそれぞれ充填し

て連続8時間の定常運転を行った。この場合の各試料

採取位置での油分濃度を図 •40に、また油粒分布（微

分体積分布）を図． 41に示す。入口油粒径分布のピー

クはlOμm前後にあり、各フィルタエレメントにおけ

る油水分離効果の傾向は油粒分布のパタンからも知る

ことができる。油分濃度は実測した値を示しているの

で第 2筒出口と第 3筒出口間で100ppm強の違いが見

られるが、第 3筒には油水と加圧水とが流入している

ので、加圧水による希釈効果を考えると、第 3筒での

油水分離は実質的には殆んど行われていないことが分

る。

以後の油分濃度の表示においても各試料採取位置で

の実測濃度を示し、加圧水による希釈の影響は考慮し

ていない。

実機模型で平行板及びフィルタ状コアレッサを使用

(369) 
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表． 16 試作実機模型による油水分離性能試験概要

筒内圧力 (kgf/cm') フィルターホルダー 温度(C°) 平均油分濃度 (ppm)試験番号 油疑案剤 処理
及び 調査内容

供試
添加童
加圧水

排水量
充填コアレッサ

油水 種類
経過時問 (i /hr) 1筒 2筒 3筒 4筒 (1/hr) 

室温排水
装置 2 筒 3筒 排水

前段後段 入口出口出口

* hr 
1-2 平行板とフィルター 軽油 1.0 0.88 0.70 0.65 701 17 15 6.568 337 219 62 
4 による油水分離性能 ＋ 

゜
0.95 0.85 0.70 0.63 662 

ポリプロピレ‘ノ

繊維
17 15 7.620 338 225 57 

6 水道水 0.97 0.86 0.72 0.63 665 
同 左

17 15 6.910 355 233 51 
8 1.0 0.88 0.71 0.65 709 

不織布
16 15 7.355 371 228 52 

2-2 
後段フィルターエレ 軽油

0.96 0.86 0.67 0.63 717 

／ 
18 13 6.663 654 51 47 

4 約
天然
0.96 0.82 0.65 

ポリプロビレソ

メソ分ト不離使性用能時の
＋ 

0.62 709 
繊維

16 13 6.263 729 49 42 
6 
油水 水道水

1 
海水
0.95 0.83 0.65 0.61 721 

不織布
15 13 6.025 515 34 34 

8 1.0 0.86 0.68 0.64 743 15 13 5.139 417 34 30 

3 -2 後段フィルターエレ
軽油

1.0 0.87 0.69 0.62 723 14 10 6.451 493 34 10 
4 メソトにSUS製 約 1. o 0.86 0.68 0.61 

ボリプロピレ‘ノ
SUS製

＋ 
720 

繊維
14 10 7.605 448 37 14 

6 コアレッサ使用時の
水道水

1 1.0 0.88 0.67 0.59 708 
不織布

エレメソト 12 10 6.674 383 30 14 
8 油水分離性能 1.1 0.96 0.70 0.63 742 13 11 7.101 287 45 13 

4-2 
軽油

1.1 0.98 0.73 0.64 753 17 10 旺6.325 397 60 ， 
4 加圧水に人工海水使 約 1.1 0.95 0.73 0.65 758 

ポリプロピレソ
SUS製 17 10 ~4.591 350 

繊維
72 14 

6 用時の油水分離性能
＋ 

~4.083 水道水
1 1.1 0.98 0.73 0.64 753 

不織布
エレメソト 16 10 322 39 14 

8 1.1 0.98 0.76 0.65 752 12 10 l 1. 850 269 32 13 

5-2 1.83 1.68 1.39 1.21 741 16 15 6.823 326 57 15 

4 6 排水圧変更時の
軽油

約
1.90 1. 73 1.40 1.19 729 ポリプロピレソ

SUS製
16 15 6.423 340 61 16 

十 1.80 1.62 1.35 1. 1 1 721 繊維 16 15 6.047 287 55 18 8 油水分離性能
水道水

1 
不織布

エレメソト
1.84 1.69 1.36 1.10 720 15 14 5.957 421 63 24 

10 1.36 1.21 0.90 0.67 790 15 14 5.770 306 32 8 

6-2 1.2~1.4 1. 77 1.61 1.26 1.0 731 14 12 6.092 355 53 22 
4 油疑集剤添加量及び 軽油 1. 2 ~ 1. 4 調合水 1.88 1. 72 1.28 l. o 735 ポリプロピレ‘./

SUS製
15 12 5.915 278 45 22 

6 排水圧変更時の ＋ 1.8~1.9 1.85 1.70 1.20 0.94 735 繊維 15 12 6.228 279 32 13 
8 油水分離性能 水道水 1.8~1.9 (イ2価オのソ‘ノ 1.75 1.60 1.10 0.85 744 不織布

エレメソト
13 12 5.742 406 17 ， 

10 0.97 1.73 1.58 1.09 0.84 747 12 12 5.868 307 37 14 

7-2 
前段フィルタホルダ

0.85 1.25 1.16 0.98 0.81 740 19 11 6.028 4.345 180 84 
4 
にSUS製コアレッ

軽油 0.85 1.24 1.15 0.99 0.82 725 
SUS製 SUS製

21 12 5.888 4.563 160 69 
6 
サ使用時の油水分離

＋ 1.65 1.30 1.20 1.02 0.86 758 21 12 5.943 4.350 70 37 
水道水 1.65 1.25 1.15 1.00 0.83 736 

エレメソト エレメソト
16 11 5.873 4.444 112 41 8 

性能
10 1.25 1.22 1.14 0.99 0.83 735 14 11 5.845 4.479 99 49 

8-2 
B軽油

1.41 1.16 0.95 0.80 757 
ポリプロピレ‘ノ

22 13 5.524 252 11 6 
4 B重油に対する 約 1.42 1.18 0.91 0.79 761 

繊維
SUS製 21 14 5.420 235 ， 6 

6 油水分離性能
＋ 

0.93 0.79 751 エレメソト 21 14 5.729 229 8 6 1 1.45 1.23 
不織布

8 
水道水

1.53 1.25 0.92 0.79 739 18 14 5.716 208 7 5 

9-2 
実船機関室廃油を用

1.43 1.20 0.88 0.72 735 
ポリプロピレソ

13 11 671 81 22 16 
4 模擬 約 1.54 1.21 0.87 0.73 732 SUS製 13 11 301 45 21 16 
いた模擬ピルジの

ピルジ 1.5 1.82・ 1.32 0.83 0.70 735 
繊維

エレメソト 13 11 198 37 19 15 6 
油水分離性能 不織布
8 1.90 1.33 0.90 0.74 714 14 11 139 40 19 14 

10-2 1.39 1.28 0.80 0.62 748 20 15 948 525 59 35 
4 模擬 約 1.45 1.34 0.82 0.65 756 SUS製 SUS製 20 16 1.082 442 49 34 

6 
同 上

ビルジ 1.4 1.80 1.70 0.80 0.62 736 エレメソト エレメソト 18 16 570 341 47 31 

8 1.92 1.80 0.81 0.64 761 16 15 374 259 45 29 

｀ 

(370) 
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人LI油水

油水最

排水擾
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10 
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軽油 t 水道水
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図．40

第2筒出口

試験採取場所

平行板とフィルターのみによる油水

分離性能

（油凝集剤無添加）

第1筒出口 第3筒出口 排水

0

0

0

0

 

3

2

1

 

した場合の分離性能はlOμm付近に油粒径分布のピー

クを持つ6,600~7,600ppmの油水油分濃度に対し、排

水油分濃度は50~60ppmが得られた。試験期間を通じ

てフィルタの目詰まり現象は認められなかった。この

ように、水中に分散する油粒の微細化度がかなり進ん

だ油水に対しても、油以外の混入物が無い限り、フィ

ルタ状コアレッサを含む現行重力分離機構の実効は相

当高いことが明らかである。

なお、図・ 41( ）内の値は、累積分布曲線から求

めた平均粒径 (50％粒径， Dp50で表す）であり、この

場合の値は入口で約lOμm,排水で約 4μmである。な

お、図． 43, 図． 45及び図． 50の（ ）内の値も同様

にDp50を示す。

後段フィルタエレメント不使用時の分離性能（試験

2) 

試験2以降は全て油凝集剤を添加した試験である。

前段及び後段フィルタ状コアレッサを試験1そのまま

の充填状態で試験を開始したが、第3筒から少量なが

らも流出するフロックの蓄積の影響で後段コアレッサ

の目詰まりを生じ、試験開始約 1時間後に第 1筒内圧
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図．41 平行板とフィルターのみによる油水

分離試験時の粒径分布

が2kgf/cmを超えて試験継続が不可能となった。（本

実機模型の自動運転システムは第 1筒内圧上限を2.0

kgf/cm2に設定している） そのため、後段コアレッ

サを空の状態として試験を行ったが、この場合の油分

濃度を図 •42に、油粒径分布を図· 43に示した。
図 •42より前段コアレッサ部（第 1 筒出口～第 2 筒

出口）及び油凝集技法部（第 2筒出口～第 3筒出口）

(371) 
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10 
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試験採取時間

● 印 2時問目

ー企—印 4時間目
ー・ベチ・一印 6時間目

ー••仁ト・・一印 8時間目

第 1筒出口 第2筒出口

試験採取場所

第3筒出口 排水

図．42 後段フィルターエレメント不使用時

の油水分離性能

における油分濃度の低下の状態が分る。

入口油分濃度5,100~6, 700ppmに対して、排水中に
は微細なフロックの流出があった。

後段フィルタエレメントにSUS製コアレッサを
使用した時の分離性能（試験3)

第3筒から流出するフロックの量を減少させる目的で、
後段のフィルタホルダ内に目の粗いエレメントとして

家庭用のSUS製キリコ状たわし（以下SUS製エレメン
トと呼ぶ）を充埴して、前回と同一条件下で行った試

験結果、排水油分濃度10~14ppmが得られた。なお、

後段のSUS製エレメントの目詰まり現象は試験時間
を通じて殆ど無視できる程度であった。

加圧水を調合水とした時の分離性能（試験4)

試験3までは加圧水として天然海水を使用したが、

これを調合水（水道水中にMgc.e,21,000ppmを溶解し、

2価のイオンを付与したもの）に変更した。本試験の

入口油分濃度は12,000~ 16, OOOppmと高かったが、第

2筒出口までの間に400ppmを下回る値までに処理さ

れ、排水中の油分濃度は 9~14ppmを示した。加圧水

に調合水を使用することで実機模型の分離性能が天然

海水に比べ低下しないことを確認し、以後の試験は全

(372) 
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図．43 後段フィルターエレメント不使用時

の粒径分布

て調合水を使用した。

排水圧変更（上昇）時の分離性能（試験5)

静置浮上槽内圧が上昇した場合の実機模型の分離性

能を調べるため、排水圧を0.7kgf/cm切~ら 1.2kgf/

c面に変えた場合の試験結果を図•44に、また油粒径分

布を図． 45に示した。連続8時間の試験終了後、排水

圧を0.7kgf/cm勺こ下げて 2時間の試験を行って得ら
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図．44 排水圧力変更時の油水分離性能

れた結果も図． 49に併せて表した。これより、排水圧

の上昇によって、フロックの浮上分離効果が低下し、

排水油分濃度が排水圧0.7kgf/cm2の場合に比べ上昇

することが確かめられた。我が国現行の性能試験基準

によると、分離器の定格能力（定格処理量） 1.0m3/hr

以上では排水圧を1.3kgf/cm2以上に、 1.0m3/hr以下

では0.7kgf/cm平保持する必要があるため、本試験の

排水圧のもとで分離性能の実効を向上させなければな

らない。

油凝集剤添加量変更時の分離性能（試験6)

油凝集剤の添加量を供給油水量に対し0.2~0.4vol

％，すなわち、 1.0 ~ 2. 0 Q /hrの範囲内で3段階に変え

て油水分離性能に及ぼす影響を調べた結果を図．46に
示す。ただし、油凝集剤添加量の増加につれ、前段の

スタテイックミキサ部分の流路抵抗のためと思われる

器圧内の上昇を生じたため、 6時間目の試料採取後、

排水圧をLOkgf/cm知ら0.85kgf/cm平下げて試験

を行った。このように試験の後半で器圧内を変えたた

め、油凝集剤添加量と分離性能の関係は明らかに判別

できないが、一連の試験で標準とした1.0Q /hrよりは

量的に多い方が効果的であるという傾向のあることが
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(E) 排水中の粒径分布

図．45

(8.8μm) 

径 μm50 

排水圧力変更時の粒径分布

分る。ただ、この場合の油分濃度の差は数ppm程度に

止まっている。

前段と後段フィルタエレメントにSUS製コアレ

ッサを使用した時の分離性能（試験 7)

前段フィルタエレメントを積層化学繊維（フィルタ

状コアレッサ）からSUS製のキリコ状のコアレッサに

交換した試験結果を図． 47に示す。

SUS製充填物の目が粗いため、第 2筒までの油水分

離効果が低く、油凝集剤と合流時の油分濃度が4,000

(373) 
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図．46 油凝集剤添加量変更時の油水分離性

能

ppm強と高い。排水圧は約0.83kgf/cm2であり、油凝集
剤の添加量を試験開始4時間後まで1.0.e /hr弱， 8時
間後まで1.7.e /hr, 10時間後まで1.3.e/hr供給した。
4,500ppm程度の第 2筒出口油水に対して油凝集剤を
1. 7.e /hr添加した時に排水中の油分濃度は約40ppm
（第3筒出口は約lOOppm)であった。本試験における
排出フロックは多量の油分を含んでおり、フロックと

軽油分に分離することが観察された。

試験 6までは、第 3筒入口油水の油分濃度値は数百

ppm程度であったが（但し、平均油粒径5μm付近）、
本試験では4,000ppmを上回る相当高濃度油（平均油粒
径13μm程度）であって、ここに得られた結果は本来の
油凝集技法による油水分離効果の一例を示したものと

考える。今、・ある油水分離機構における油捕捉率を次

のように定義する。

r;= 
ci―C。
C1 

但し、 n…油捕捉率

(374) 

(E) 

10 ム
試験7

試験採取時間

E ーてを二悶 ：認汀
ー・デ—― 印 6時間目

CL ー..-0---―印 8時間目

CL _.---0-•-• 一印 10 時間目

10 3 

詔

感

令

逹

102 

入口油水 軽油＋水道水

油水量 500 R, /hr 
排水量 平均738 R,/hr 
加圧水 水道水十MgcR., I. OQOppm 
排水圧 0. 83 kg/c面

袖凝集剤添加量 0. 85 -1. 65 R. /hr 

10入口 第 1筒出口 第2筒出口 第3筒出口 排水

試験採取場所

図．47 前段フィルターホルダにSUS製コア
レッサ使用時の油水分離性能

Ci·•ある油水分離機構の入口油分濃度 (ppm)
C。・・・同一油水分離機構の出口油分濃度(ppm)

本試験結果を (E)式によって求めると、

重力分離機構部での油除去率：平均約25%
油凝集技法機構部（第3筒単独）

での油除去率 ：平均約97%

が得られる。

試験6までにおいては第 2筒までに分離される油分

が多く、大部分は第2筒から排出されたが、本試験で
は排出フロック中に多量の油分を含有するために、排

出されたフロックの総量は前回までに比べ約2倍の量
となった。

B重油の分離性能（試験8)

軽油と同一攪拌条件を与えてもB重油の場合は微細
化度が低く、入口側での粒径が大きいために、油水分

離が軽油に比べて、より効果的に進行していることが

分る。油粒径分布の測定によれば平均粒径の値は入

口： 29μm, 第1筒出口： 22μm,第2筒出口： 19μm,
第3筒出口： 7μm,第4筒出口： 6.5μmを示した。
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油分濃度は入口6,000ppm弱の油水が、第 3筒出口で

lOppm弱に処理されている。

実船機関室廃油を含む模擬ビルジの分離性能 そ

の 1 （試験9)

図・ 48に模擬ビルジの試験結果を示す。試験は前段

のフィルタエレメントにポリプロピレン不織布を、後

段にSUS製コアレッサを使用した。 2m3のビルジタン

ク内の模擬ビルジを供給した際の入口油分濃度が経時

的に減少したが、この原因は、機関室廃油の比重と粘

度の影響により、模擬ビルジ中の油分等の分散性が若

干不均ーとなり、経時的な供給差を生じたことと、試

験終了間際にタンク内回流用の攪拌を停止したことで

試料中の一部の油分が浮上したためである。試験中、

経時的に前段フィルタエレメントの目詰まり現象によ

る器内圧の上昇が観察された。これは実船機関室廃油

に混入してるSS等きょう雑物に起因するものであっ

て、実質的に 8時間の運転により本実機模型の自動運

転システムとしての第 1筒器内圧上限 (2.0kgf/cmり

に近い1.9kgf/cmぽで圧力上昇を見たことは、実船機

関室ビルジの処理に関連して十分認識を要する特性で

ある。

実船機関室廃油を含む模擬ビルジの分離性能 そ

の2 （試験10)

試験9では機関室廃油中に存在するSS分の影響に

より、試験時間の経過とともにフィルタの目詰まり現

象による器内圧の上昇が観察された。

試験9

3 
10 

試験採取時間

● 印 1時間目

ーー企— FJJ 2時間目
ー・デ•一印 3時間目

ー••D-••一印 4時間 g

脳

懸

令

走

10入口 第 1筒出口 第 2筒出口

試験採取場所

第 3筒出口

図．48 実船機関室廃油を用いた模擬ビルジ
水の油水分離性能（その 1)

排水

試験 I0 

3 
10 山—

E

d

d

 

10 
2 

磁

恵

令

走

試験採取時間

● 印 1時間 FL

——企ー日） 2時間目

--デ・一印 3時間 [I

--—印 4時間 n

10入口 第 1筒出口 第2筒出口

試験採取場所

第3筒出「］ 排水

図．49 実船機関室廃油を用いた模擬ビルジ

水の油水分離性能（その 2)

このため、目詰まり現象の生じ難いSUS製の充壌物

を前段フィルタホルダ内にセットした場合の油凝集技

法の実効を調べた結果を図 •49に、またSS濃度状況を

図． 51に示した。入口油分濃度370~ 1, 080ppmに対し

て第3筒排水及び処理排水中の油分濃度は45~60ppm

及び30~35ppmである、現行の国際的規制値15ppm以

下を保持するには至らなかった。

図 •50に示すように、第 3 筒及び第 4 筒排水中には

2μmを下回る極端に微細な油粒等の粒子が大きな比

率を占めており、数μm程度の油粒等の捕捉処理を、よ

り効果的に実現することこそ15ppmを常時確保する決

め手と考える。

4. 4 まとめ

本研究は 3年計画で実施されたが、 2年目までの間

に密閉式静置浮上槽を中心とした油凝集技法の単独油

水分離システムに関する基礎的作動試験， 自動運転機

能，油水分離性能及び舶用への適応性等に関する知見

を得た。また、国内のメーカ数社について現行舶用油

水分離器の分離機構を調査するとともに、実船機関室

ビルジを採取してその性状に関するデータを蓄積した。

研究終了年度では、これら知見を基に小容量の油水

分離装置実機模型を試作して総合的な実働試験を行い、

舶用の実用システムとしての適応性の評価を行った。

(375) 
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50 
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E) 排水中の粒径分布

終了年度を主体とした研究成果は次のとおりである。

1)平行板とフィルタ状コアレッサからなる現行の

油水分離機構と併用した舶用油水分離システムの実機

模型を設計・試作した。（定格能力500Q /hr,加圧水を
含む総排水量約700Q /hr，実機模型の全体装置は1,250
mmX2,000mmの台板上にコンパクトに配置されてい

る）

(376) 

2)本実機模型の分離性能把握のため、アミノ酸誘

導体からなる単一液の油凝集剤を定格油水処理能力に

対して0.2~0.4vo.e％の範囲で添加し、油水性状（軽

油， B重油及び実船廃油を基油とした調合油と水道水

からなる油水試料），排水圧，加圧水性状（天然海水，

2価のイオンを付加した水道水）等の諸要素を変更し
てそれぞれ8時間連続の一連の試験を実施した（一部

の試験は10時間まで延長、または試料油水の都合上4

時間連続にとどめた）。

試験中、コールターカウンタ（自動微粒子計測器）

により試料油水の実機模型各部における粒径分布を定

期的に測定し、入口油水から重力分離機構，油凝集・

浮上分離機構を経て排水されるまでの各流路における

粒径分布の変化と油水分離効果の実態の関連を求めた。

3)以上の結果を総合的に検討し、実機模型の油水

分離効果を一連の試験条件に応じて把握するとともに、

重力分離方式のみでは対処の困難な微細油粒と固形き

ょう雑物を含む油水に対する油水分離の有効性を確認

した。すなわち、油凝集剤の添加量が油水定格処理量

の0.2~0.4voQ%，排水圧0.8kgf/cm2程度において
は、 lOμm付近に分布のピークを持つような微細油粒

からなる油水試料（油分濃度約7,000ppm)に対しても

本実機模型の全体システムは油水分離上有効であり、

処理排水中の油分濃度を15ppm付近に保つことができ



る。

また、 20~40μmの固形きょう雑物分と、界面活性剤

を含むビルジ水に対してはその含有量によっては常時

15ppmを保持することは困難であるが、現行の分離機

構に多用されているフィルタ状コアレッサの適正な整

備・運用とあいまってこの種ビルジ水の油水分離の実

効を挙げることができる。

4)本分離システムが長時間の自動運転を行うには

静置浮上槽内の液面検知（フロックと水との界面）が

要件となるため、市販の数種のセンサーのほか、フォ

トカプラによる試作界面検知器について調査を行い、

それぞれの応答性に関する知見を得た。

5. あとがき

昭和58年10月にMARPOL73/78条約が批准され、こ

れに関連した国内法の施行によってビルジ等排出 防

止機器（舶用油水分離器）に対して従来に比べ、より

厳しい機能が要求されることとなった。

一方、近年の機関室ビルジの汚損の進行によると思

われる舶用油水分離器の機能劣化に対処するための保

守作業及び機関室ビルジ処理に要する手間の増加は乗

組員の滅少態勢と逆行し、他の船内作業にまでも波及

するような深刻な問題となっている。本報告の昭和50

年代の調査の一例からしても機関室ビルジ性状の共通

性として指摘できる油以外の混入物の存在が、油水分

離器の機能を阻害することは明らかであり、筆者らは

このうちで特に懸濁l生固形物 (SS)の影響に関して注

目してきた。

舶用油水分離器排水中の油分濃度を15ppm以下に担

保するために、現在フィルタ状コアレッサが精分離工

レメントとして多用されているが、当該コアレッサは

微細油粒に対する優れた捕捉機能を示す一方でSSに

よる目詰まり現象を生ずる傾向は避け難く、殊に近年

の重質化の進んだ舶用燃料油の船内処理から生ずる廃

油の量および質の問題がSSの問題をますますクロー

ズアップさせてきている。

今回、舶用の機関室ビルジの油水分離技術に関して、

現行の重力分離方式の機能限界を克服するために新し

い技術として化学的処理と気泡会合浮上分離に基づい

た技法の適用を試みた。本技法は目詰まりを生じない

分離システムであり、その点機関室ビルジ用に適する

がこれを舶用装置に適合させるためには構造的に含油

フロックを浮上させる静置分離槽は「密閉型」とする

必要があり、この点が最も大きな技術的解決を要する
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問題であった。

本研究では最初の 2年間の基礎研究を経て所期の機

能を具備した密閉型静置浮上分離槽を中心とした実機

模型を作製した。当該実機模型の全体装置は現行の油

水分離機構との複合システム（現行機構の後段システ

ム）とし、油水条件、排水圧条件、油凝集剤添加量等

を変更した一連の試験の実施により、舶用としての適

合性を総合的に評価した。その結果、一応所期の目的

は達成したと思われるが、排水圧l.5kgf/cm叫寸近にお

ける空気量の確保等、若干の改善を図るべき点も残さ

れており、今後の機関室ビルジの安定処理に向かって、

より充実したシステムの一部としての装置開発に資す

る研究の発展が急務とされる。

なお、本研究のうち、 3.1.1及び4．は環境庁 公害防

止等試験研究費により、また、 3.1.2及び3.2の一部は

（社）日本造船研究協会 RR76部会との共同研究によ

り実施した。
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〔付録〕 吸収に関する理論

水中へ空気成分が吸収される速度は、加圧タンクの

設計の上で重要な因子となる。ガス吸収の速度は図．

Iに示すように気液界面の両側にそれぞれガス境膜及

び液境膜が存在し、物質移動の抵抗はすべてこの両境

膜に集中されていると仮定する二重境膜を考えること

により、以下のように表すことができる。

PAG:ガス本体におけるA成分分圧 [atm] 

PAI :気液界面におけるA成分分圧 ［atm] 

Cぃ：気液界面におけるA成分濃度 [kg-mo.e /m門
CAI :液本体におけるA成分濃度 [kg-mo.e /m3] 

ただし、PぃとCAIは平衡関係にあり、 Henryの法則が
成り立つものとする。

PA1=H • CAI 
H・．ヘンリ一定数 [atm ・ mツkg-mo.e]

このときの界面単位面積，単位時間あたりの物質移

動速度は次式で示される。

NA=-kG (PAI―PAG)=k1 (CAI―CAL) =-KG (H・
CAL -PAG) =KL (PAdH-CAL) 

ここで

kG:ガス側境膜物質移動係数[kg-mo.e/m:hr・ atm] 

恥：液側 境膜物質移動係数[m/hr]

KG:ガス境膜基準総括物質移動係数

[kg-mo.e /m:hr ・ atm] 

KL：液境膜基準総括物質移動係数[m/hr]

NA：界面単位面積、単位時間あたりの

A成分の移動速度

[kg-mo.e /m:hr] 

いま、気泡の容器に対する上昇速度をv,液の深さを

L,液の全容積をV,単位時間あたりに通過する気泡個
数をnとすると、A成分ガスによる液側濃度の変化式と

して、次の基礎式を得る。

d L 可 (V.CAL) ＝証d2t氏（榊—CAL)
容器内で水は循環しているので濃度は一定と考えら

れるが、気泡は直線的に上昇しているのでPAGは平均

値を用いなければならない。そのためにはPAGの高さ

方向の変化を知る必要がある。気相のモル密度をPG，全

圧をPとすると気泡側の濃度変化として次式を得る。

晶（弓戸）＝ー岬KL （榊—CAL)

以上の式を変形し、時刻t=0での空気中のA成分ガ
スの体積分率をPAGOとおき、液本体におけるA成分の

初期濃度をCALOとすると、水に吸収されるガス成分の
濃度変化を代表する式として次式が求められる。

6PKふ

CAL= (CALO―檜）en冗誓(e―dp6Hv-1)が

＋ 
p 
肯

空気の溶解速度に関する実験結果

側
膜
ス
境

ガ 液イjlij

境膜

ガス側

竺

加圧タンク内圧力が3および5kgf/cm2のときに、

空気の吹込み時間を変えた場合の測定結果を図• IIに

示す。吹込み空気量は図 •32のごとく出口で計測し10

mQ /minで所定の時間吹込みを行った。この条件のも

とでは、 20分程度の空気吹込み時間で飽和値に近くな

っている。

図． IIIに示す結果はガス成分の濃度を与える式を用

いて酸素と窒素についてその吸収量を計算し、これを

体積に換算した値および飽和溶解量に対する割合を表

わした。

計算に際しては、気泡径は今回の実験で計測が困難

であった 2mmとし、タンクに対する気泡の上昇速度

は0.3m/sとした。

計算値は図． IIに示した傾向をよく表わしていると

思われる。

気液界而

図I 二重境膜

(378) 
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